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Qi 荷 重 ベクトルの i 行 目  
Rm 磁 気 レイノルズ数  ( -)  
t  時 間  (s)  
ε  誘 電 率  (F/m) 
ε i  非 線 形 反 復 計 算 の収 束 判 定 因 子  ( -)  
µ  透 磁 率  (H/m) 
ν  磁 気 抵 抗 率  ( µ1= )(m/H) 
νm 磁 気 粘 性 係 数 ( σµ1= )(m2/s)  
π  円 周 率  ( -)  
ρ e  電 荷 密 度  (C/m) 
σ  導 電 率  (S/m) 
φ  電 位 （電 気 スカラポテンシャル）  (V) 
υ  速 度  (m/s)  
ω  角 速 度  ( rad/s)  
 v  
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 vi   
流体場に関する記号  
C Mushy 領 域 における Porous media の形 態 係 数  ( -)  
Cs スマゴリンスキー定 数  (-)  
cp  定 圧 比 熱  (J /kg/K) 
cv  定 容 比 熱  (J /m3/K) 
F 電 磁 体 積 力 （ローレンツ力 ）  (N/m3) 
lF  流 体 率  ( 0 )  (-)  1≤≤ lF
Fs 固 相 率  ( -)  
fw  壁 面 抵 抗 係 数  ( -)  
G 内 部 エネルギー  (W/m3) 
Gr グラスホフ数  ( -)  
g 重 力 加 速 度  (m/s2)  
Ks Mushy 領 域 における浸 透 性  (m2)  
k 熱 伝 導 係 数  (W/m/K) 
L 代 表 長 さ  (m) 
Pr プラントル数  ( -)  
p 圧 力  (Pa) 
Q 発 熱 量  (W/m3) 
QL 凝 固 潜 熱  (J /m3)  
Re レイノルズ数  ( -)  
Si j  格 子 i , j における GS 成 分 の歪 速 度 テンソル  
T 温 度  (K) 
TL 液 相 温 度  (K) 
TS 固 相 温 度  (K) 
t  時 間  (s)  
U 代 表 速 度  (m/s)  
u, ,w υ 速 度 の x ,  y ,  z 方 向 成 分  (m/s)  
υ  速 度  (m/s)  
β  体 積 膨 張 率  (1/K) 
δ  壁 面 からの距 離  (m) 
µ f  粘 性 係 数  (Pa ⋅s)  
η  動 粘 性 係 数  ( ρµ f= )(m2/s) 
ντ  SGS 応 力 の渦 粘 性 係 数  
ρ  密 度  (kg/m3) 
τw 壁 せん断 応 力  (kg/m/s2)  
ω f  渦 度  (1/s)  
 
第1章 序 論  
1.1 本研究の背景  
鉄 鋼 （製 鋼 ）プロセスにおける連 続 鋳 造 （以 下 連 鋳 と略 称 ）は，第 二 次 世 界 大 戦 後
に多 数 の先 進 工 業 国 において開 発 ・実 用 化 研 究 がスタートし，1950 年 代 よりビレット，
ブルーム用 連 鋳 機 が各 国 で実 用 化 された[1]。日 本 国 内 においても，1960 年 代 よりビ
レット，スラブ用 共 に実 用 化 され始 めた。その後 ，高 度 成 長 期 における鉄 鋼 需 要 ，さら
に石 油 危 機 を契 機 とした省 エネルギー要 請 に応 えるための様 々な技 術 改 善 ・発 展 に
より，適 用 鋼 種 の拡 大 ，生 産 性 向 上 ，低 コスト化 や品 質 向 上 がなされた。そして，連
鋳 化 比 率 の向 上 と共 に製 鋼 プロセスにおけるその重 要 性 を増 してきた。  
連 鋳 技 術 の飛 躍 的 な進 歩 の一 因 として，連 鋳 技 術 と平 行 して発 展 してきた電 磁 力
応 用 技 術 を挙 げることができる [2]-[7]。電 磁 力 は高 温 融 体 に非 接 触 で局 所 的 に作
用 させることが可 能 であり，その代 表 的 な適 用 例 として，鋳 型 内 溶 鋼 流 動 の制 御 によ
り鋳 片 縦 割 れ改 善 や介 在 物 ・気 泡 低 減 を図 る鋳 型 内 電 磁 攪 拌 や鋳 型 内 電 磁 ブレー
キ等 が挙 げられる。さらに近 年 ，鋳 片 表 面 性 状 を改 善 する電 磁 軟 接 触 鋳 造 技 術 [8]
が実 用 化 ・注 目 されている。その他 にも，タンディッシュ・プラズマ加 熱 やストランド電 磁
攪 拌 等 多 岐 にわたって連 鋳 技 術 の向 上 ・発 展 に関 与 しており，今 日 の連 鋳 プロセス
において電 磁 力 応 用 技 術 は不 可 欠 なものとなっている。  
一 方 ，実 験 では観 測 できない現 象 や材 料 ・プロセスの挙 動 を数 値 計 算 によって表
現 するシミュレーション技 術 も連 鋳 技 術 の発 展 を支 えてきたものと言 える [9]-[13]。特
に ， 溶 鋼 の 流 動 現 象 を 数 学 的 に 表 現 す る 数 値 流 体 力 学 （ Computational  Fluid 
Dynamics,  CFD ） ， そ の 中 で も 電 磁 現 象 を も 含 め て 扱 う 電 磁 流 体 力 学
（Magneto-Hydro Dynamics,  MHD）は，電 磁 力 応 用 を前 提 とした今 日 の連 鋳 プロセ
スを論 ずる上 において不 可 欠 な技 術 であると言 える。数 値 流 体 力 学 は計 算 機 技 術 ・
環 境 の発 達 と共 に研 究 ・成 熟 がなされており，すでに実 用 レベルに達 していると言 わ
れている。しかしながら産 業 応 用 分 野 への適 用 に関 しては，実 プロセス現 象 との比 較
による解 析 理 論 の確 立 とその妥 当 性 の評 価 ，利 用 目 的 に応 じた解 析 技 術 や評 価 技
術 等 のプロセス個 別 の適 用 ・実 用 化 技 術 を構 築 して行 かなければならず，まだ十 分 に
成 熟 してはいないものと考 えられる。特 に，高 温 な溶 融 金 属 の流 動 ・伝 熱 ・凝 固 （析
出 ）現 象 と合 わせて，電 磁 現 象 をも同 時 に扱 わなければならない連 鋳 プロセスでは，な
おクリアすべき技 術 的 課 題 が数 多 く残 されているものと言 える。  
 －1－    
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以 上 のように，連 鋳 プロセスは実 用 化 から半 世 紀 を経 て様 々な分 野 の技 術 進 歩 に
支 えられて生 産 性 ，省 コスト性 ，品 質 の向 上 を果 たしてきた。しかしながら特 に近 年 ，
鉄 鋼 製 品 の用 途 が高 度 化 するに伴 って，鋼 板 に要 求 される品 質 の厳 格 化 ・高 級 化
が厳 しくなっている。省 コストを考 慮 した生 産 性 向 上 のためには，製 品 仕 上 げ段 階 で
の表 面 補 修 作 業 を抑 制 する必 要 があり，その結 果 連 鋳 プロセスが製 品 品 質 決 定 の
最 終 工 程 と位 置 付 けられ，鋳 片 表 面 品 質 向 上 が今 まで以 上 に要 求 されることとなる。  
さらに，近 年 の世 界 的 な経 済 ・産 業 の変 革 に伴 い，鉄 鋼 業 においても国 内 外 メーカ
ーの統 合 ・合 併 が進 み，より厳 しい競 争 を余 儀 なくされている。併 せて，今 日 のエネル
ギー・環 境 問 題 にも直 面 しており，鉄 鋼 業 をめぐる環 境 は非 常 に厳 しいものであると言
える。  
これらの厳 しい諸 問 題 を解 決 し，競 争 社 会 を生 き残 るためには，省 コスト化 ，生 産
性 ・品 質 の向 上 を成 し遂 げる技 術 の発 展 とそこから生 まれるプロセス革 新 が不 可 欠 で
あるものと考 えられる。そのためには，連 鋳 プロセスの複 雑 な現 象 を詳 細 に解 明 ・分 析
することが必 要 であり，数 値 解 析 シミュレーション技 術 はそのアプローチ手 段 として非
常 に有 効 であるものと考 えられる。したがって，実 プロセスを対 象 にした数 値 解 析 シミュ
レーション技 術 をより充 実 し，高 度 なものに発 展 させることは，急 務 の課 題 であると言 え
る。  
1.2 本研究の目的と概要  
前 節 で述 べたように，近 年 鉄 鋼 プロセスは，高 品 質 ，省 コスト，高 生 産 性 が要 求 さ
れている。特 に自 動 車 用 鋼 板 に代 表 される冷 間 圧 延 製 品 では，その表 面 欠 陥 に対
する検 査 基 準 が厳 しくなり，欠 陥 ゼロのコイルを求 められるようになりつつある。一 方 で，
省 コスト・高 生 産 の観 点 から連 鋳 以 降 の製 鋼 プロセスを連 続 化 することが望 まれており，
鋳 片 のスケールオフ量 が減 少 する方 向 にある。その結 果 ，鋳 片 の表 面 品 質 ，特 に表
層 直 下 品 質 が益 々重 要 となってくる。介 在 物 系 の欠 陥 ，割 れ・ディプレッション・ピンホ
ール等 の表 面 欠 陥 は鋳 型 内 における溶 鋼 流 動 との関 連 性 もさることながら，初 期 凝
固 過 程 において生 成 されるオシレーションマークとの関 連 性 が非 常 に大 きいと言 われ
ている [4]。したがって，初 期 凝 固 現 象 の解 明 と電 磁 力 を応 用 した制 御 技 術 の発 展 が
現 在 最 も望 まれているところであり，数 値 解 析 によるソリューション手 法 は不 可 欠 である
ものと考 えられる。  
初 期 凝 固 現 象 は鋳 型 内 においてメニスカスと鋳 型 間 の極 局 部 的 な現 象 ではあるが，
メニスカスは鋳 型 内 流 動 の自 由 端 であるため，周 囲 の状 況 に非 常 に敏 感 である。その
ため，初 期 凝 固 現 象 を論 ずるための電 磁 流 体 数 値 解 析 には，メニスカスの形 状 を含
めた流 動 の時 間 変 化 ，電 磁 力 効 果 の時 間 変 動 および系 全 体 の流 動 現 象 を正 確 に
  第 1 章  序  論  
 
 －3－   
表 現 することが望 まれる。しかしながら従 来 行 われていた数 値 解 析 手 法 [11][12][14]
は，鋳 型 内 の時 間 平 均 流 動 を対 象 にしたものが多 く，電 磁 力 についても時 間 平 均 部
分 しか考 慮 しておらず，初 期 凝 固 現 象 の現 象 解 明 には不 十 分 であると考 えられる。し
たがって初 期 凝 固 現 象 を論 ずるための電 磁 流 体 数 値 解 析 では，電 磁 力 の時 間 変 動
部 分 をも正 確 に考 慮 する必 要 があると考 えられる。  
さらに，プロセス設 計 支 援 ツールとして数 値 解 析 手 法 を活 用 するためには，その解
の正 確 性 ・信 頼 性 と共 に省 計 算 コストや迅 速 性 等 のコストパフォーマンスも要 求 される
が，両 者 のニーズは相 反 する部 分 もある。特 に流 れ場 ，伝 熱 ・凝 固 ，電 磁 場 等 の複 合
問 題 である連 鋳 プロセスにおいては，問 題 の複 雑 さによる解 の信 頼 性 や大 規 模 計 算
の必 要 性 等 のため，数 値 解 析 による設 計 支 援 ツールの地 位 は従 来 低 いものであった。
しかしながら今 日 の計 算 機 環 境 の進 歩 にともない，大 規 模 な数 値 流 体 解 析 が可 能 に
なるとともに，流 体 解 析 技 術 の向 上 によって，両 者 のニーズは現 実 味 を帯 びてきた。さ
らに，連 鋳 プロセス固 有 の仮 定 事 項 等 を考 慮 した簡 易 数 値 解 析 技 術 や評 価 手 法 等
を加 味 することにより，電 磁 流 体 数 値 解 析 による連 鋳 プロセス設 計 支 援 ツールは十 分
実 現 可 能 なレベルにあると言 える。  
そこで本 研 究 では，連 鋳 プロセスの鋳 型 内 溶 鋼 流 動 を対 象 にした電 磁 流 体 解 析 に
関 して，以 下 の点 に着 目 し進 めることとした。  
• 
• 
電 磁 流 体 数 値 解 析 を連 鋳 プロセスに適 用 し，プロセス設 計 支 援 ツールとして実
効 性 を持 たせるためには，様 々な解 析 技 術 や評 価 ノウハウ等 が必 要 であると考 え
られる。そこで，自 由 表 面 流 動 を評 価 するために必 要 な解 析 技 術 の整 理 ，解 析 の
妥 当 性 や解 析 可 能 な条 件 の見 極 め等 を行 い，適 用 技 術 の構 築 を行 う。  
鋳 片 表 面 品 質 と密 接 な関 係 がある自 由 表 面 流 動 を論 ずるためには，電 磁 力 の
効 果 をより正 しく解 明 する必 要 がある。特 に時 間 変 動 電 磁 力 が自 由 表 面 流 動 に
及 ぼす影 響 を把 握 することは重 要 であると考 えられる。そこで，時 間 変 動 電 磁 力 を
考 慮 可 能 な電 磁 流 体 解 析 を開 発 ，時 間 変 動 電 磁 力 の有 無 による流 動 効 果 を検
証 し，電 磁 力 の時 間 変 動 部 分 考 慮 の必 要 性 を論 ずる。  
 
上 記 研 究 項 目 を論 ずる上 で，本 論 文 は以 下 のような構 成 とした。  
先 ず，第 2 章 において連 鋳 プロセスに適 用 されている電 磁 力 応 用 技 術 のうち，代 表
的 な鋳 型 内 電 磁 攪 拌 技 術 ，鋳 型 内 電 磁 ブレーキ技 術 ，電 磁 軟 接 触 鋳 造 技 術 につ
いて，その基 本 的 なメカニズムを整 理 し，その電 磁 気 的 特 徴 を述 べる。  
次 に，第 3 章 にて電 磁 流 体 数 値 解 析 手 法 の基 礎 である電 磁 流 体 の支 配 方 程 式 を
整 理 し，電 磁 場 解 析 ，流 体 場 解 析 の各 数 値 解 析 手 法 を述 べた後 ，連 鋳 プロセス鋳
型 内 流 動 の特 徴 を踏 まえた電 磁 場 －流 体 場 の連 立 解 法 について述 べる。  
第 4 章 では，電 磁 流 体 解 析 法 の妥 当 性 ，解 析 技 術 の構 築 について述 べる。電 磁
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場 解 析 法 はコイル設 計 等 の支 援 ツールとしてのニーズも高 く，本 研 究 によってその妥
当 性 を確 認 し，設 計 支 援 ツールとしての可 用 性 を確 認 することができた [14]。さらに，
鋳 片 品 質 と密 接 な関 係 のある自 由 表 面 流 動 を解 析 する上 で重 要 なファクターとなる
壁 面 流 動 抵 抗 の評 価 [15]，および操 業 上 重 要 な指 標 である凝 固 シェル形 成 の解 析
と電 磁 力 効 果 の考 察 [16]について述 べる。これらの研 究 によって，連 鋳 プロセスへの
電 磁 流 体 解 析 の応 用 に関 する解 析 手 法 ，妥 当 性 の構 築 を行 い，電 磁 流 体 解 析 のプ
ロセス応 用 ・実 用 性 の向 上 の貢 献 した。  
さらに第 5 章 では電 磁 力 の時 間 変 動 成 分 が鋳 型 内 流 動 に及 ぼす影 響 を検 証 し，
その必 要 性 を論 ずる [17][18]。鋳 型 内 流 動 はその部 位 によって時 間 変 動 電 磁 力 の
影 響 度 が違 うため，流 動 評 価 の目 的 に応 じた解 析 手 法 を取 りえることを実 証 した。さら
に，電 磁 力 の時 間 変 動 周 波 数 に対 する流 動 の追 随 性 についても論 ずる。  
最 後 に第 6 章 として本 研 究 を総 括 し，今 後 の研 究 の展 望 を述 べる。  
第2章 電磁力応用技術  
 
連 鋳 プロセスが今 日 のように大 きく発 展 してきたのは電 磁 気 応 用 技 術 によるところだ
と言 っても過 言 ではない。その効 果 は品 質 欠 陥 要 因 の排 除 による生 産 性 と操 業 安 定
性 の向 上 にある。鋳 片 の品 質 欠 陥 としては，表 面 の縦 割 れ等 の傷 ，スラグやパウダー
等 非 鉄 不 純 物 混 入 および偏 析 に大 別 される。  
それら欠 陥 要 因 の排 除 対 策 の一 環 として試 みられた電 磁 気 応 用 技 術 の実 用 化 は，
1970 年 代 に鋳 片 内 質 改 善 を目 的 にストランドプール内 に移 動 磁 界 を使 った電 磁 攪
拌 に始 まる。その後 1970 年 代 後 半 に CO 気 泡 制 御 の目 的 で鋳 型 内 電 磁 攪 拌 技 術 ，
直 流 磁 界 を用 いる鋳 型 内 電 磁 ブレーキ技 術 が鋳 片 内 部 品 質 向 上 および高 速 鋳 造
を目 的 として開 発 ・導 入 された [5]。鋳 型 内 電 磁 攪 拌 はその後 鋳 片 表 面 の縦 割 れ防
止 や表 層 介 在 物 低 減 等 の効 果 が見 出 され，現 在 ，鋳 片 表 面 品 質 向 上 のために幅
広 く活 用 されている。さらに近 年 ，電 磁 気 圧 を利 用 し初 期 凝 固 を制 御 する電 磁 軟 接
触 鋳 造 技 術 が実 用 化 ・注 目 されている[4]。  
その他 にも，連 鋳 プロセスへの電 磁 力 応 用 技 術 は数 多 く研 究 ・実 用 化 されており，
その応 用 部 位 や目 的 に応 じて電 磁 力 作 用 のメカニズムは千 差 万 別 である。したがって，
それらの各 プロセスを開 発 ・設 計 する数 値 解 析 支 援 技 術 においても，従 来 の数 値 解
析 手 法 をベースとして，個 々のプロセスに対 応 した解 析 技 術 や品 質 評 価 技 術 等 の個
別 のノウハウを加 えることが必 要 であると考 えられる。  
そこで本 節 では，鋳 型 内 流 動 制 御 を対 象 にした 3 種 類 の電 磁 力 応 用 技 術 例 の基
本 的 なメカニズムについて整 理 し，その電 磁 気 的 特 徴 を述 べる。  
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2.1 鋳型内電磁攪拌  
連 鋳 プロセスにおけるスラブ品 質 上 の大 きな問 題 点 として，中 心 濃 縮 偏 析 による内
部 品 質 の劣 化 が挙 げられる。図 2.1 に一 般 的 な連 続 鋳 造 プロセスの概 要 を示 す。  
中 心 偏 析 は，凝 固 収 縮 やロール間 バルジング等 による溶 鋼 流 動 の変 化 によって，
品 質 に悪 影 響 を及 ぼす不 純 物 元 素 成 分 が連 鋳 プロセスの凝 固 過 程 の進 行 とともに
鋳 片 内 部 に濃 縮 されるために生 成 される。その対 策 として，低 温 鋳 造 ，低 速 鋳 造 やバ
ルジングを抑 制 するロールアライメントの管 理 等 操 業 上 の方 法 が採 られていた。1970
年 代 に実 用 化 されたストランド電 磁 攪 拌 技 術 は，鋳 片 内 の未 凝 固 部 分 を攪 拌 して濃
化 溶 鋼 の集 積 を抑 制 することが可 能 であり，その結 果 生 産 性 を下 げることなく中 心 偏
析 改 善 に大 きな効 果 を上 げた。  
そ の 後 電 磁 攪 拌 技 術 は 鋳 型 内 電 磁 攪 拌 装 置 （ In-Mold Electro-Magnetic 
Stirr ing,  M-EMS）として，鋳 型 上 部 部 分 へも適 用 された。鋳 型 内 電 磁 攪 拌 装 置 の目
的 はメニスカス部 の溶 鋼 を攪 拌 （旋 回 ）させることにより，凝 固 シェル表 層 に捕 捉 される
介 在 物 を洗 浄 除 去 することである。さらに，鋳 片 表 面 の縦 割 れ防 止 の効 果 も後 に報
告 されており，電 磁 攪 拌 技 術 は今 日 の連 鋳 プロセスにおいて不 可 欠 なものとして幅 広
く活 用 されている。  
スラブモールド連 鋳 機 における鋳 型 内 電 磁 攪 拌 装 置 は，図 2.2 に示 すように鋳 型
長 辺 背 面 上 部 に対 向 するように設 置 された一 対 の誘 導 型 リニアモータで構 成 される。
リニアモータにより作 られる交 流 移 動 磁 界 （図 中 y 方 向 ）によって，導 電 体 である溶 鋼
中 に渦 電 流 が誘 導 され，その渦 電 流 と移 動 磁 界 との間 に電 磁 力 （ローレンツ力 ）が発
生 する。誘 起 された電 磁 力 は鋳 型 側 壁 近 傍 で大 きく，磁 界 の移 動 方 向 と同 じ方 向 （x
方 向 ）に働 くため，鋳 型 内 溶 鋼 を攪 拌 する駆 動 力 となる。溶 鋼 を効 率 よく均 一 に攪 拌
するため，対 向 するリニアモータはお互 いに反 対 向 きに磁 界 を進 行 させる。なお，リニ
アモータより作 られる磁 界 は鋳 型 幅 方 向 （x 方 向 ）にも発 生 するため，電 磁 力 は鋳 型
厚 み方 向 （y 方 向 ）にも誘 起 されピンチ力 として溶 鋼 に作 用 するが，その発 生 部 位 が
一 部 に限 定 されるため，攪 拌 機 能 を大 きく阻 害 するものではない。  
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図 2.2 鋳 型 内 電 磁 攪 拌 装 置 の概 要  
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2.2 鋳型内電磁ブレーキ 
連 鋳 プロセスはその構 造 上 鋳 型 と凝 固 シェルとの焼 付 き防 止 のために潤 滑 材 （モー
ルドフラックス）を使 用 しなければいけない。さらに，浸 漬 ノズルから溶 鋼 と同 時 に流 入
する介 在 物 や気 泡 が従 来 の造 塊 法 に比 べ浮 上 し難 い等 ，これらの微 小 粒 子 が品 質
欠 陥 の要 因 となることが多 い。そこで直 流 磁 場 による流 動 抑 止 電 磁 力 を鋳 型 内 溶 鋼
に作 用 させることで，溶 鋼 中 の介 在 物 や気 泡 の浮 上 を促 す，ノズル吐 出 流 動 のクレー
タ ー 内 侵 入 を 抑 制 す る 等 に より ス ラ ブ 内 部 品 質 を 向 上 さ せ る 電 磁 ブ レ ー キ 技 術 が
1980 年 代 以 降 開 発 ・実 用 化 された。当 初 ，浸 漬 ノズルからの吐 出 溶 鋼 流 れを直 接 制
御 する局 所 印 加 方 式 が実 用 化 されたが，流 動 の安 定 性 に問 題 があり，逆 効 果 となる
ケ ー ス も あ っ た 。 そ の 後 ， 鋳 片 全 幅 に わ た っ て 均 一 な 直 流 磁 界 を 印 加 す る 方 式
（Level  DC Magnetic Field,  LMF）が開 発 され，水 銀 実 験 や数 値 解 析 等 を踏 まえて
更 なる品 質 向 上 と流 動 安 静 制 御 に向 けての研 究 ・実 機 化 が行 われている [6]。さらに
は，プール内 での溶 鋼 の軸 方 向 混 合 を抑 制 することにより，異 鋼 種 連 々鋳 時 の継 ぎ
目 部 を短 縮 させる新 たな応 用 技 術 も報 告 されている[7]。  
電 磁 ブレーキの原 理 は，直 流 磁 界 中 を導 電 性 流 体 が移 動 すると誘 導 電 流 が発 生
し，その電 流 と磁 場 により流 体 移 動 方 向 と反 対 方 向 に電 磁 力 が働 くというフレミングの
法 則 に基 づいている。図 2.3 に鋳 型 内 電 磁 ブレーキ装 置 の概 要 および原 理 を示 すが，
例 として図 中 右 下 にあるように磁 束 By の作 用 下 において-υ x が存 在 すると，Ohm の法
則 より以 下 のように-z 方 向 の誘 導 電 流 が生 じる。さらにその誘 導 電 流 は磁 場 との相 互
作 用 により x 方 向 （υ x とは反 対 の方 向 ）に電 磁 力 が生 ずることがわかる。  
 ( ) ( )yx Bυ,0,0 σσ −=×= BυJ  (2.1)  
 ( ) ( )0,0,υ0,0, 2yxyz BBJ σ=−=×= BJF  (2.2)  
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図 2.4 電 磁 軟 接 触 鋳 造 の概 念  
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2.3 電磁軟接触鋳造（電磁成形） 
鋼 の連 続 鋳 造 の特 徴 として鋳 片 表 面 に生 成 されるオシレーションマークを挙 げるこ
とができる。オシレーションマークの生 成 は縦 振 動 する鋳 型 と引 き抜 かれる凝 固 シェル
の相 対 運 動 によって，鋳 型 と凝 固 シェルとの間 に潤 滑 材 として流 入 するモールドフラッ
クスの動 圧 変 化 が主 な原 因 であると考 えられている。また，製 品 表 面 欠 陥 の主 要 なも
のである介 在 物 系 の欠 陥 ，割 れ・ディプレッション・ピンホール等 はオシレーションマー
ク爪 部 の先 端 に存 在 することが多 い。したがって，オシレーションマークの深 さや発 生
率 を抑 えること，すなわち初 期 凝 固 現 象 を制 御 することが重 要 となっている。  
電 磁 軟 接 触 鋳 造 （Electro-Magnet ic Casting,  EMC）は，交 流 磁 界 による電 磁 気 圧
によってメニスカス形 状 およびモールドフラックス・チャンネルの形 状 を制 御 し，鋳 型 振
動 により発 生 するチャンネル内 の動 圧 変 動 を緩 和 して，鋳 型 内 潤 滑 の安 定 化 と鋳 型
表 面 性 状 改 善 を目 的 としたものである。図 2.4 に電 磁 軟 接 触 鋳 造 の概 念 を示 す。図
に示 すように，鋳 型 周 囲 に配 置 したソレノイドコイルから生 じる交 流 磁 場 とそれによって
発 生 した渦 電 流 との相 互 作 用 によって電 磁 力 （ローレンツ力 ）は生 じる。この電 磁 力 は
溶 鋼 に対 してピンチ力 として作 用 するため，メニスカス形 状 が盛 り上 り，鋳 型 ・凝 固 シェ
ル間 のフラックスチャンネルが拡 大 する。その結 果 ，鋳 型 振 動 によるフラックスチャンネ
ル内 の圧 力 変 動 を緩 和 することが可 能 となる。  
1980 年 代 後 半 より盛 んに研 究 ・開 発 が行 われ，オシレーションマーク深 さの低 減 が
報 告 されており[8]，現 在 スラブモールド適 用 への試 みがなされている。また，電 磁 力 の
印 加 パターンを最 適 化 （パルス状 印 加 ）することによって，メニスカス形 状 の安 定 化 なら
びに鋳 片 表 面 性 状 の改 善 を図 る新 たな技 術 も報 告 されている[13]。  
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連 鋳 プロセスの生 産 性 および鋳 片 品 質 向 上 の目 的 で，鋳 型 内 溶 融 金 属 に電 磁 力
を応 用 する種 々のプロセスが研 究 ・実 用 化 されてきたが，そのプロセス設 計 のためには
鋳 型 内 流 動 の予 測 が不 可 欠 である。しかしながら，その流 動 は非 常 に複 雑 で，従 来
行 われていた水 実 験 等 では正 確 な流 動 予 測 を行 うには不 十 分 なため，近 年 その予
測 手 段 として数 値 流 体 力 学 （Computat ional  Fluid Dynamics,  CFD）による数 値 解 析
技 術 が広 く用 いられている。  
電 磁 場 中 の溶 融 金 属 の流 動 解 析 は，電 磁 場 （Maxwell の電 磁 方 程 式 ）ならびに
流 体 場 （連 続 の式 ，Navier-Stokes 方 程 式 および熱 伝 導 方 程 式 ）の複 合 問 題 であり，
電 磁 流 体 力 学 (Magneto Hydro-Dynamics,  MHD)に基 づいて行 われる。電 磁 流 体 解
析 手 法 として，電 磁 場 と流 体 場 を 1 つのプログラムにて完 全 連 立 させて同 時 に解 析 す
る手 法 も紹 介 されているが，本 研 究 では電 磁 場 と流 体 場 をそれぞれ独 立 したプログラ
ムを用 いて解 析 し，必 要 に応 じて 2 つのプログラム間 を連 立 ・収 束 させる手 法 を用 いる





鋳 型 内 溶 融 金 属 の電 磁 流 体 的 性 質 上 ，流 体 場 （速 度 や圧 力 ）が電 磁 場 に及
ぼす影 響 は小 さい。  
プロセス設 計 を主 目 的 とした電 磁 流 体 解 析 では，その解 析 結 果 の精 度 よりも信
頼 性 とコストパフォーマンスが要 求 される。  
電 磁 場 解 析 ，流 体 場 解 析 プログラムは，新 日 鐵 研 究 部 門 において従 来 からそ
れぞれ単 独 で開 発 ･利 用 されており，その解 析 ノウハウも十 分 に蓄 積 されている。  
連 鋳 プロセスへの電 磁 力 応 用 の形 態 は多 数 あり，それぞれに対 応 した数 値 解
析 の手 法 や品 質 との関 連 付 けロジックが必 要 になる。  
等 が挙 げられる。  
そこで本 章 では，3.1 節 で電 磁 流 体 を規 定 する支 配 方 程 式 を述 べた後 ，3.2 節 で有
限 要 素 法 による 3 次 元 渦 電 流 場 解 析 ，3.3 節 で有 限 差 分 法 による非 圧 縮 性 粘 性 流
体 解 析 を整 理 し，3.4 節 で 2 つの解 析 プログラムの連 立 解 法 とその形 態 について論 ず
る。  
 －11－   
  第 3 章  電 磁 流 体 解 析  
 
 －12－   
3.1 電磁流体の支配方程式  
電 磁 流 体 力 学 の 支 配 方 程 式 は 電 磁 場 と 流 れ 場 を 規 定 す る 方 程 式 か ら な る
[19][20]。電 磁 場 の支 配 方 程 式 には電 磁 流 体 力 学 近 似 （電 磁 場 の時 間 的 変 化 は非
常 に緩 やかなため変 位 電 流 t∂∂D ，対 流 電 流 υeρ ，クーロン力 Eeρ を無 視 できる）を施
すことが可 能 であり，以 下 のようになる。また，物 質 定 数 は場 において変 化 しないものと
仮 定 する。  
Maxwell の方 程 式 および電 磁 気 的 性 質 の近 似 方 程 式 ：  
 
t∂
∂−=×∇ BE  (3.1)  
 JH =×∇  (3.2)  
 0=⋅∇ B  (3.3)  
 0==⋅∇ eρD  (3.4)  
 HB µ=  (3.5)  
 ED ε=  (3.6)  
速 度 起 電 力 を考 慮 した Ohm の法 則 ：  
 ( )BυEJ ×+= σ  (3.7)  
静 止 座 標 系 におけるローレンツ力 ：  
 BJF ×=  (3.8)  
ここで，E，B，H，J，D， ，F，µ，σ，ε，ρυ e はそれぞれ電 界 強 度 ，磁 束 密 度 ，磁 界
強 度 ，電 流 密 度 ，電 束 密 度 ，電 磁 流 体 の流 速 ，電 磁 流 体 に作 用 する電 磁 体 積 力
（ローレンツ力 ），透 磁 率 ，導 電 率 ，誘 電 率 および電 荷 密 度 を表 す。以 下 ，ベクトル量
は太 文 字 で，スカラ量 は細 字 で表 す。  
 
一 方 ，溶 融 金 属 は非 圧 縮 性 ( 0=DtDρ )と仮 定 することができ，流 れ場 は以 下 の支
配 方 程 式 によって規 定 される。  
質 量 保 存 式 （連 続 の式 ）：  
 0=⋅∇ υ  (3.9)  





 (3 .10) 
 対 流 項 拡 散 項
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∂ 2υ  (3 .11) 
ここで，p，T，ρ，η，cp，k，Q はそれぞれ流 体 の圧 力 ，温 度 ，密 度 ，動 粘 性 係 数 ，比
熱 ，熱 伝 導 係 数 および発 熱 量 を表 す。動 粘 性 係 数 は粘 性 係 数 µ f と密 度 によって
ρµν ff = と定 義 される。なお，重 力 加 速 度 は省 略 している。また，上 記 Navier-Stokes
（以 下 N-S）方 程 式 中 の左 辺 第 2 項 は対 流 （移 流 ）項 ，右 辺 第 2 項 は拡 散 （粘 性 ）項
と呼 ばれる。  
 
次 に N-S 方 程 式 (3.10)の回 転 をとると，渦 度 輸 送 拡 散 方 程 式 が導 かれる。  
 ( ) Fωωυω ×∇+∇+××∇=∂∂ ρη 12 ffft  (3 .12) 
ここでω f は渦 度 であり， υω ×∇=f と定 義 される。  
一 方 ，(3.1)～(3.3)，(3 .7)式 を用 いて，E と J を消 去 すると B の支 配 方 程 式 が得 ら
れる。  
 ( ) BBυB 2∇+××∇=∂
∂
mt
ν  (3 .13) 
こ こ で νm は 磁 気 粘 性 係 数 と 呼 ば れ ， σµν 1=m と 定 義 さ れ る 。 さ ら に ， (3 .12) 式 と
(3 .13)式 は (3 .12)式 の電 磁 力 項 を除 き同 じ形 式 であり，渦 度 と磁 界 は拡 散 方 程 式 に
支 配 され同 じ挙 動 を示 すことがわかる。  
 
 
さらに，流 れ場 および電 磁 場 の特 徴 を表 現 するための無 次 元 化 を行 う。ここでは流
れの代 表 長 さを L，代 表 速 度 を U，代 表 温 度 差 を∆T，代 表 磁 束 密 度 を b とした。その
際 ，各 物 理 量 は次 のようになる。 ( )　′ はそれぞれの無 次 元 量 である。  
 


























流 れ場 の支 配 方 程 式 (3.9)，(3 .10)および(3 .11)式 を無 次 元 化 する。  






 (3 .16) 
  第 3 章  電 磁 流 体 解 析  
 








′∂ 21υ  (3 .17) 












ρηµ ==  (3 .19) 
レイノルズ数 は，流 体 に働 く慣 性 力 と粘 性 力 の比 を示 しており，レイノルズ数 が大 き
くなるにしたがい，N-S 方 程 式 の非 線 形 性 が強 くなり，流 れは層 流 から乱 流 へと移 行
する。層 流 と乱 流 の境 界 となる臨 界 レイノルズ数 はおよそ 2300 程 度 だと言 われている。
鋳 型 内 溶 融 金 属 の流 れ場 のレイノルズ数 は，104～106 程 度 と非 常 に大 きく，流 れ場 と
しては完 全 に乱 流 状 態 だと言 える。そこで乱 流 問 題 を数 値 解 析 にて扱 う場 合 には，
変 動 成 分 を解 像 できるような細 かい格 子 分 割 をして計 算 （直 接 シミュレーション）を行 う
か，あるいは適 当 な乱 流 モデルを導 入 して解 析 する必 要 がある。  
 
また，電 磁 場 の支 配 方 程 式 (3.13)および (3.7)式 を無 次 元 化 すると以 下 のようにな
る。  
 ( ) BBυB ′∇′+′×′×∇′=′∂
′∂ 21
mRt
 (3 .20) 
 BBυEJ ′×∇′=′×′+′=′
mR
1  (3.21) 




m ==  (3 .22) 
磁 気 レイノルズ数 は，誘 起 磁 場 の影 響 を表 すパラメータで，磁 気 レイノルズ数 が大 き
くなると誘 起 磁 場 の影 響 が大 きくなる。電 気 伝 導 度 ∞=σ の完 全 導 体 では， 0=mν で磁
場 は拡 散 しない。また一 般 的 に冶 金 プロセスのおいては Rm≪1 と仮 定 できる場 合 が多
い 。 こ れ は ， 電 磁 場 に お け る 誘 起 磁 場 の 影 響 が 非 常 に 小 さ く ， (3.20) 式 の 対 流 項
が無 視 できることを表 している。その結 果 ，電 磁 場 はローレンツ力 によ
って流 れ場 に影 響 を与 えるが，流 れ場 による速 度 は電 磁 場 にほとんど影 響 を与 えな
いことを意 味 する。  
( Bυ ′×′×∇′ ) BJ ×
υ
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また直 流 磁 場 では，(3.1)式 を次 のように近 似 できるため，電 界 強 度 E は電 気 スカラ




BE  (3 .23) 
 φ−∇=E  (3 .24) 
さらに，Ohm の法 則 (3.7)式 および次 式 の電 流 連 続 の式 を適 用 することで，電 気 ス
カラポテンシャルφは次 の (3.26)式 で求 めることが可 能 となる。  
 ( ){ } 0=×+∇−⋅∇=⋅∇ BυJ φσ  (3 .25) 
 ( )Bυ×⋅∇=∇ φ2  (3.26) 
磁 気 レイノルズ数 が十 分 に小 さい冶 金 プロセスでは，誘 起 磁 場 の影 響 は無 視 できる





























図 3.1 電 磁 場 と流 れ場 の相 互 作 用  (交 流 磁 場 )  
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3.2 電磁場解析  
3 次 元 渦 電 流 場 において変 位 電 流 を無 視 した Maxwell の電 磁 方 程 式 を解 く手 法
としては，実 在 する物 理 量 である磁 気 ベクトルポテンシャル A と電 気 スカラポテンシャル
φを用 いる A-φ法 が一 般 的 である[21][22]。A-φ法 による 3 次 元 電 磁 場 解 析 におい
ては，従 来 からゲージ（解 の不 定 性 ）問 題 が議 論 となっていたが [23]，解 析 領 域 が限
定 される有 限 要 素 法 にて解 析 領 域 最 外 郭 に既 定 の境 界 条 件 を与 えることでゲージ
条 件 を課 す必 要 がないことが発 表 ・証 明 された [24]。このゲージ条 件 問 題 が解 決 され
たことにより，A-φ法 による 3 次 元 電 磁 場 有 限 要 素 法 解 析 の定 式 化 はほぼ完 成 したと
言 われている。  
また，3 次 元 電 磁 場 有 限 要 素 法 解 析 を行 う際 に用 いる要 素 には，要 素 の各 節 点 上
にベクトル変 数 を有 する節 点 要 素 と，要 素 の各 辺 上 にベクトル変 数 を有 する辺 要 素 が
ある。ここで，配 置 される未 知 変 数 はベクトル変 数 のみであり，スカラ変 数 は両 要 素 共
に節 点 上 の未 知 変 数 として取 り扱 われる。3 次 元 問 題 の要 素 としては，一 般 的 に 6 面
体 （長 方 形 ）要 素 が 4 面 体 要 素 よりも優 れていると言 われている。さらに，節 点 要 素 より
も辺 要 素 のほうが記 憶 容 量 ，計 算 時 間 や制 度 の点 で優 れている。ただし，入 力 する
電 流 密 度 の連 続 性 やゲージ条 件 の必 要 性 の問 題 等 が報 告 されている[25][26]。  
一 方 ，渦 電 流 は磁 束 密 度 の時 間 変 化 量 によって表 現 されるため，解 析 においても
その時 間 微 分 項 を取 り扱 う必 要 があり，その手 法 としては，後 退 差 分 法 等 の差 分 計
算 により時 々刻 々計 算 を進 める過 渡 解 析 法 と，場 の時 間 変 化 を正 弦 波 と仮 定 するこ
とにより時 間 微 分 項 を省 略 して計 算 する jω法 （複 素 数 計 算 ）がある。さらに，電 磁 場
解 析 で扱 う磁 性 材 料 の磁 気 特 性 （透 磁 率 ）は一 般 的 に定 数 ではなく，磁 束 密 度 によ
って変 化 する非 線 形 性 を持 っている。したがって，電 磁 場 解 析 においても，非 線 形 な
磁 気 物 性 量 を考 慮 する必 要 があり，その解 法 としては，非 線 形 方 程 式 を線 形 化 して
解 く方 法 が一 般 に用 いられている。この際 の収 束 計 算 手 法 としてはニュートン･ラプソ
ン法 が広 く用 いられている。  
非 線 形 問 題 と渦 電 流 場 （時 間 微 分 項 ）を同 時 に扱 う場 合 では，過 渡 解 析 法 を用 い
て時 々刻 々非 線 形 収 束 計 算 を行 うのが普 通 であり， jω法 を用 いた非 線 形 解 析 は一
般 には無 意 味 である。しかしながら，磁 性 材 料 の非 線 形 性 のために歪 んだ交 流 磁 場
を，実 効 値 が等 しい正 弦 波 として扱 う等 価 正 弦 波 法 [27]を用 いることにより，交 流 非
線 形 解 析 においても jω法 を用 いることが可 能 である。この手 法 は，交 流 場 非 線 形 解
析 の高 速 化 が主 目 的 であり，計 算 結 果 の精 度 等 問 題 が存 在 すると思 われるが，本 研
究 のように実 効 値 を問 題 にする解 析 では，有 効 であると思 われる。  
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また，鋳 型 内 電 磁 流 体 を対 象 にした電 磁 場 解 析 を行 う場 合 ，磁 気 レイノルズ数 が
十 分 に小 さく，速 度 起 電 力 による渦 電 流 の影 響 を無 視 することが可 能 である。  
本 研 究 における電 磁 場 解 析 の部 分 には，最 も汎 用 性 が高 く又 研 究 の進 んでいる
A-φ法 による 3 次 元 電 磁 場 有 限 要 素 法 解 析 プログラム FLEDY（新 日 本 製 鐵 株 式 會
社 開 発 ）を使 用 し，実 績 の高 い節 点 要 素 と計 算 時 間 の短 縮 が図 れる jω法 を用 いて
行 うこととした。  
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3.2.1 A-φ法による基礎方程式  
渦 電 流 場 の基 礎 方 程 式 は前 節 で記 述 したように(3.1)～(3.7)式 で表 される。  
A-φ法 では，磁 気 ベクトルポテンシャル A およびスカラポテンシャルφを導 入 する。
(3.3)式 より磁 束 密 度 B は磁 気 ベクトルポテンシャル A を用 いて次 式 で表 される。  
 AB ×∇=  (3 .27) 







AE  (3 .28) 
また電 流 密 度 は強 制 電 流 密 度 J0 と渦 電 流 密 度 J e の合 成 eJJJ += 0 であり，上 記 式
を (3.7)式 に代 入 することで， (3.2)式 は最 終 的 に次 式 となる。ここで，νは磁 気 抵 抗 率
を表 し， µν 1= で定 義 される。  





)} (3 .29) 
上 記 式 が A-φ法 を用 いた渦 電 流 場 の基 礎 方 程 式 である。さらに，以 下 の電 流 連
続 の 式 と 連 立 し て 解 く こ と に よ り φ∇ を 考 慮 し た 解 析 を 実 現 す る こ と が 可 能 に な る
[28][29]。  








 (3 .30) 
 
ここで本 研 究 の対 象 となる電 磁 場 解 析 では，磁 気 レイノルズ数 が十 分 に小 さく，速
度 起 電 力 による渦 電 流 の影 響 を無 視 することが可 能 である。さらに，磁 界 中 のすべて
の 物 理 量 が 交 流 定 常 状 態 で は 時 間 的 に 正 弦 波 状 に 変 化 す る と 仮 定 す る と ，
ωjt =∂∂ （ω=2π f， f は交 流 の周 波 数 である）と置 き換 えることができるため，交 流 定 常
状 態 における渦 電 流 場 解 析 では jω法 による複 素 数 計 算 で計 算 時 間 の短 縮 が可 能 と
なる。(3.29)および(3 .30)式 を jω法 で表 現 し直 すと以 下 のようになる。  
 ( ){ } ( )φωσν ∇+−=×∇×∇ AJA j0  (3.31) 
 ( ){ } 00 =∇+−⋅∇ φωσ AJ j  (3 .32) 
 ( )φωσ ∇+−= AJ je  (3 .33) 
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3.2.2 有限要素法による定式化  
前 述 の基 礎 方 程 式 (3.31)に形 状 関 数 Ni  ( i=1~n)  を重 み関 数 としてガラーキン法
を適 用 すると次 式 になる。  
 ( ){ } ( )∫∫∫∫∫∫∫∫∫ ∇+−=×∇⋅×∇ V iV iV i dVjNdVNdVN φωσν AJA 0  (3.34) 
上 記 (3 .34)式 の左 辺 をベクトル公 式 (3.35)式 を用 いて変 形 すると， (3.36)式 になる。
ただし(3.35)式 においてψは任 意 のスカラ量 ，G は任 意 のベクトルを表 す。  
 ( ) GGG ×∇+×∇⋅=⋅×∇ ψψψ  (3 .35) 
 ( ) ( )∫∫∫∫∫∫ ×∇⋅×∇−×∇⋅×∇ V iV i dVNdVN AA νν  (3 .36) 
さらにガウスの発 散 定 理 (3.37)式 を上 記 (3 .36)式 第 １項 に適 用 し， ABH ×∇⋅=⋅= νν
と置 き換 えると，  
  (3 .37) ∫∫∫∫∫ ×=×∇ SV dSdV GnG
 
( ) ( )












 (3 .38) 



















同 様 に(3.32)式 にガラーキン法 を適 用 すると  
 ( ) ( ){ } 00 =∇+⋅⋅∇−⋅⋅∇ ∫∫∫∫∫∫ V iV i dVjNdVN φωσ AJ  (3 .40) 
上 記 (3.40)式 にベクトル公 式 (3.41)式 およびガウスの発 散 定 理 (3.42)式 を用 いて変
形 すると(3 .43)式 になる。  
 ( ) ψψψ ∇⋅+⋅∇⋅=⋅⋅∇ GGG  (3 .41) 
  (3.42) ∫∫∫∫∫ ⋅=⋅∇ SV dSdV GnG















さらに，連 立 一 次 方 程 式 の係 数 マトリクスを対 称 マトリクスとするために，上 記 (3 .43)
式 の両 辺 を jωで割 り，最 終 的 に(3 .44)式 を得 る。  
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 (3 .44) 
よって， (3 .39)および (3.44)式 を連 立 して解 くことにより，∇φ  を考 慮 した有 限 要 素 法
解 析 が実 現 される。  
 
 
次 に，図 3.2 に示 すように 1 次 6 面 体 辺 要 素 を用 いた有 限 要 素 法 により(3.39)およ

















図 3.2 １次 6 面 体 節 点 要 素 （8 節 点 要 素 ）と局 所 座 標 系  
まず Ni を形 状 補 間 関 数 に取 ることで A，φ  を次 式 で表 すことができる。  











































  第 3 章  電 磁 流 体 解 析  
 
 －21－   
ここで，n は有 限 要 素 法 における１つの要 素 の構 成 節 点 数 であり，Aj x ,  Aj y，Aj z，φ j
は節 点 j におけるベクトルポテンシャルの x,y,z 方 向 成 分 の値 およびスカラポテンシャル
の値 である。また，図 3.2 に示 す局 所 座 標 系 を用 いる場 合 ，形 状 補 間 関 数 Ni は次 式
のように定 義 される。  
 ( )( )( ) ( niN iiii ～11118
1 =+++= ζζηηξξ )  (3 .46) 
表 3.1 節 点 の局 所 座 標  
節 点 の番 号
i  ξ i η i ζ i
1 1 1 1
2 -1 1 1
3 -1 -1 1
4 1 -1 1
5 1 1 -1
6 -1 1 -1
7 -1 -1 -1
8 1 -1 -1
 
 
つぎに (3 .45)式 を用 いて (3.39)および (3.44)式 の離 散 化 を行 い，1 つの要 素 につい
てのマトリクス表 現 で書 き直 すと次 式 になる。これが、解 くべき行 列 方 程 式 である。  
 [ ]{ } { }eee QAK =  (3 .47) 
ここで， [ は 4n 行 ×4n 列 の要 素 剛 性 マトリクス，]eK { }eQ は 4n 行 の要 素 荷 重 ベクトル
である。  







































































































































以 下 に [ および の各 成 分 を示 す。  ]eK { }eQ
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 (3 .51) 
 
なお，導 体 中 の磁 気 的 物 性 量 ν，σ  は 3 次 元 空 間 において下 記 のように定 義 でき
るものとした。  








































また，(3 .45)式 を(3.27)および(3 .33)式 に代 入 することにより，磁 束 密 度 B および渦
















































































































































 (3 .54) 
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3.3 流体場解析  
本 研 究 の対 象 となる溶 融 金 属 は密 度 一 定 な非 圧 縮 性 流 体 と仮 定 することができ，
その流 体 現 象 の数 値 解 析 は，連 続 の式 ，Navier-Stokes 方 程 式 （以 下 N-S 方 程 式 ）
および熱 伝 導 方 程 式 を連 立 して解 くことで実 現 される [30]。しかし，自 然 対 流 を無 視
できるような条 件 下 では，温 度 場 を定 義 する熱 伝 導 方 程 式 は単 独 で扱 うことができる
ため，非 圧 縮 性 流 体 解 析 は連 続 の式 および N-S 方 程 式 の 2 つの偏 微 分 方 程 式 を扱
うことになる。  
非 圧 縮 性 流 体 の基 礎 方 程 式 を数 値 的 に解 析 するための離 散 化 手 法 として，有 限
差 分 法 （Finite Difference Method,  FDM），有 限 体 積 法 （Finite Volume Method,  
FVM）および有 限 要 素 法 （Finite Element Method,  FEM）の 3 種 類 が主 なものして挙
げられる [31][32]。解 析 範 囲 を規 則 的 な構 造 格 子 で分 割 し，テーラー級 数 や変 分 法
を用 いる差 分 法 は，流 体 解 析 分 野 では最 も歴 史 が古 く，現 在 でも主 流 の計 算 手 法 で
ある。そのため，精 度 の評 価 法 や目 的 に合 った差 分 スキームが確 立 している。有 限 体
積 法 は基 礎 方 程 式 をコントロール・ボリュームについて空 間 積 分 し，差 分 計 算 を行 う
手 法 であるが，精 度 を確 保 し難 いという問 題 点 がある。一 方 ，有 限 要 素 法 は構 造 解
析 や電 磁 場 解 析 分 野 で最 も一 般 的 であり，汎 用 性 は高 いが，解 析 領 域 の分 割 格 子
数 の制 約 や高 レイノルズ数 流 れ場 における収 束 性 の問 題 等 がある。本 研 究 において
は ， 現 在 も っ と も 一 般 的 な 手 法 で あ る コ ン ト ロ ー ル ・ ボ リ ュ ー ム を ス タ ガ ー ド 格 子
(Stagard Grid)に適 用 した有 限 差 分 法 [33]を適 用 することとした。その際 ，離 散 化 方
程 式 がシンプルで理 解 しやすい FTCS スキームと対 流 項 風 上 差 分 法 を適 用 した。  
また，非 圧 縮 性 粘 性 流 体 解 析 における連 続 の式 は，時 間 発 展 方 程 式 ではないた
め，N-S 方 程 式 と単 純 に連 立 することはできない（安 定 した解 析 が行 えない）。すなわ
ち，連 続 の式 を満 足 するように圧 力 を精 度 良 くかつ効 率 的 に決 定 することが重 要 な問
題 であり，圧 力 を方 程 式 から消 去 する方 法 と圧 力 を残 して直 接 圧 力 を取 り扱 う方 法 に
大 別 される。本 研 究 では，N-S 方 程 式 に連 続 の式 の効 果 を含 めることにより，式 中 に
圧 力 項 を残 したまま安 定 的 に解 析 を進 めることができる MAC(Marker and Cell )法 を
適 用 する [34]。圧 力 と速 度 の取 り扱 い手 法 については，時 間 積 分 に陽 解 法 を用 いる
MAC 法 が歴 史 的 にも最 も古 く代 表 的 ではあるが，そのほかにも，MAC 法 の改 良 型 で
ス カ ラ ポ テ ン シ ャ ル ϕ を 用 い て 計 算 を 進 め る SMAC 法 や 陰 解 法 を 用 い た
SIMPLE(Semi-Implici t  Method for  Pressure-Linked Equation)法 [35]，SIMPLER
法 等 が知 られている。  
さらに，鋳 型 内 溶 融 金 属 の流 れ場 は高 レイノルズ数 域 であり，そのほとんどが乱 流
状 態 である。乱 流 状 態 の流 れ場 を直 接 数 値 解 析 で求 めることは，現 在 の計 算 機 能 力
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上 不 可 能 であると言 われている。しかしながら，乱 流 現 象 を物 理 法 則 に基 づいた乱 流
モデルを用 いることによって，乱 流 を含 む流 体 場 を解 析 することが可 能 になる。乱 流 モ
デルの代 表 例 として，アンサンブル平 均 型 乱 流 モデルと呼 ばれる k-εモデルが挙 げら
れる。これは乱 流 場 の時 間 平 均 された速 度 の輸 送 方 程 式 において，レイノルズ応 力
項 を渦 粘 性 近 似 し，その渦 粘 性 を乱 れのエネルギーk と乱 流 散 逸 εの輸 送 方 程 式 より
与 える数 学 モデルである。乱 流 場 の予 測 モデルとして一 般 的 に用 いられており，様 々
な流 れ場 に適 したチューニングモデルが報 告 されているが [36]，いずれも時 間 平 均 モ
デルであり，流 体 場 のダイナミックな現 象 解 明 には適 さないと考 えられる。そこで時 間
平 均 の考 え方 を用 いない LES（Large Eddy Simulation）を本 研 究 では用 いることとす
る。LES は直 接 数 値 計 算 より粗 い計 算 格 子 で乱 流 の数 値 解 析 を行 う手 法 で，基 礎
方 程 式 に空 間 的 は平 均 化 操 作 を行 い，乱 流 場 に存 在 する渦 を計 算 格 子 で解 像 でき
る成 分 とそれ以 下 の小 さい成 分 に分 離 し，前 者 は N-S 方 程 式 で直 接 計 算 し，後 者 に
ついては渦 の消 散 的 作 用 をモデル化 して計 算 を行 うものである。k-εモデルに比 べ計
算 コストが増 大 するデメリットもあるが，良 好 な結 果 を得 ることが報 告 されている [10]。計
算 機 能 力 の発 達 と共 に計 算 コストの問 題 は徐 々に解 消 されており，LES は今 後 乱 流
モデルの主 流 になるものと考 えられる。  
鋳 型 内 溶 融 金 属 の流 動 解 析 を行 う上 において，重 要 度 の高 い問 題 が自 由 表 面 問
題 である。自 由 表 面 における流 動 は，品 質 と密 接 に関 係 しており，自 由 表 面 の形 状
や流 動 を正 しく扱 う必 要 があると考 えられる。そこで，自 由 表 面 流 れの計 算 手 法 として，
各 計 算 セルに流 体 率 （体 積 割 合 ） F を定 義 し，この F の輸 送 方 程 式 を解 くことにより
各 計 算 セル内 の液 量 の時 間 変 化 を求 める VOF(Volume Of Fluid)法 [37]を採 用 する。
この手 法 は自 由 表 面 形 状 を明 示 的 に解 かないため，境 界 条 件 （自 由 表 面 ）の計 算 精
度 に課 題 があるとされているが，汎 用 性 が非 常 に高 く実 績 も数 多 くある。さらに，自 由
表 面 形 状 が大 きく変 形 しない鋳 型 内 流 動 においては十 分 な計 算 結 果 を得 るものと考
えられる。  
l l
一 方 ，流 体 解 析 の新 しい手 法 として CIP(cubic-interpolated pseudo-part ic le)法 が
近 年 紹 介 されている [38]。CIP 法 は求 めようとする物 理 量 だけでなくその空 間 微 分 量
を変 数 として持 つことが特 徴 であり，流 体 の状 態 を問 わず統 一 的 に解 析 が行 えると言
われている。しかしながら，本 研 究 のように有 限 空 間 に対 する解 析 事 例 が少 なく，今 後
の研 究 ･開 発 に注 目 する必 要 があるものと言 える。  
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3.3.1 有限差分法による離散化  
熱 移 動 を伴 わない非 圧 縮 性 粘 性 流 体 の流 れ場 は，前 節 で記 述 したように質 量 保
存 式 (3.9)および運 動 量 保 存 式 (3.10)の 2 つの保 存 則 で支 配 される。この２つの支 配
方 程 式 を数 値 的 解 析 するために有 限 差 分 法 を適 用 して離 散 化 を行 う。なお，以 下 簡
便 のため 2 次 元 直 交 座 標 系 について示 すが，実 際 のプログラムは 3 次 元 直 交 座 標 系
にて実 行 されている。さらに，この際 使 用 する各 物 理 量 のスタガード格 子 上 における配
置 とコントロール・ボリューム（斜 線 部 ）を図 3.3 に示 す。  
 
2 次 元 直 交 座 標 系 において速 度 ( )υ,u=υ とすると連 続 の式 (3 .9)および N-S 方 程 式




















































































まず，空 間 差 分 に 2 次 精 度 の中 心 差 分 ，時 間 差 分 には 1 次 精 度 のオイラー陽 解
法 （前 進 差 分 ）を (3.56)式 に適 用 すると，次 のような差 分 方 程 式 を得 る。このような差
分 スキームを FTCS（Forward in Time and Centered Difference in Space）スキームと




















































































































































































実 際 の流 体 場 を解 析 する場 合 ，対 流 項 に低 次 の差 分 精 度 を用 いると数 値 粘 性 と
呼 ばれる数 値 誤 差 が大 きくなり，解 の信 頼 性 や計 算 の安 定 性 に問 題 があることが知 ら
れている。しかしながら差 分 精 度 を上 げることは計 算 時 間 の増 大 だけでなく，解 の振 動
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現 象 も招 く恐 れがある。そこで，数 値 的 な拡 散 項 を付 加 することにより計 算 の安 定 化 を















































































































































































































































































1,21 −+ jiu1,21 −− jiu
1,21 ++ jiu1,21 +− jiu
21,1 ++ jiυ  
21,1 −+ jiυ  21,1 −− jiυ 21, −jiυ
21, +jiυ





















図 3.3 スタガード格 子 とコントロール・ボリューム  
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以 上 ，N-S 方 程 式 (3.56)の離 散 化 について述 べてきたが，流 体 場 解 析 を実 現 する
ためには，連 続 の式 との連 立 ，すなわち連 続 の式 を満 足 するように圧 力 を精 度 良 くか
つ効 率 的 に決 定 することが重 要 な問 題 である。この問 題 に対 しては，N-S 方 程 式 に連
続 の式 の効 果 を含 めることにより，安 定 的 に解 析 を進 めることができる MAC(Marker 
and Cell )法 を適 用 する。  
 
 
まず，圧 力 と連 続 の式 を結 びつける目 的 で上 記 式 中 の第 1 式 を x で微 分 ，第 2 式

























































































∂=  (3 .60) 


























































ここで，現 時 刻 では数 値 誤 差 のため D であるが，次 の時 刻 では となると













∂ +1  (3.62) 
 
このように置 くことによって (3.59)式 は，常 に次 の時 間 ステップで連 続 の式 が満 たさ





















































































 (3 .63) 
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一 般 に D は小 さい値 なので，上 記 式 の tDn ∆ 以 外 の D 項 を無 視 した次 式 でも大 き


























































ρρ  (3 .64) 
このように，ある時 刻 n における速 度 場 ( )nnn υu ,=υ
np,
から，次 の時 間 ステップで連 続 の
式 を満 足 するような圧 力 場 が決 まることになる。N-S 方 程 式 は速 度 について時 間 発
展 形 になっているため，ある時 刻 n での が求 まれば，次 の時 刻 での速 度 を陽




また，スタガード格 子 における壁 面 の取 り扱 いの概 念 を図 3.4 に，自 由 表 面 流 れを
解 くための VOF 法 の概 念 を図 3.5 に示 す。  
 
さらに，流 体 差 分 計 算 における解 の安 定 性 を評 価 する上 で重 要 なクーラン数 は以




∆= υ  (3 .65) 
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図 3.4 スタガード格 子 における壁 面 （仮 想 セル）の取 り扱 い  
 
lF ：流体率











液体セル： 1=lF  
境界セル： 10 << lF  
 
図 3.5 VOF(Volume Of Fluid)法 の概 念  
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3.3.2 乱流モデル 
非 圧 縮 性 粘 性 流 体 解 析 において乱 流 現 象 を直 接 的 に解 析 することは不 可 能 なた
め，乱 流 状 況 を数 値 的 に模 擬 する乱 流 モデルが必 要 である。最 も一 般 的 な k-εモデ
ルは時 間 平 均 型 乱 流 モデルであり，非 定 常 流 解 析 には不 適 であると考 えられる。そこ
で時 間 変 動 の速 い非 定 常 流 れでも解 析 可 能 な LES を乱 流 モデルとして採 用 する。  
 




























 (3 .67) 
 
LES では，空 間 平 均 の考 え方 によって乱 流 の速 度 分 布 u を格 子 スケール以 上 の直
接 計 算 可 能 な成 分 u （GS 成 分 ）と，それ以 下 の成 分 u′ （SGS 成 分 ）に分 離 する。すな
わち，図 3.6 のように高 周 波 数 の変 動 を含 む速 度 分 布 u を計 算 格 子 で表 現 できる程




xi+1 xi+2 xi+3 
( )xu ：元の関数 
 
図 3.6 LES における速 度 分 布 粗 視 化 の概 念 図  
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N-S 方 程 式 の各 項 をフィルター関 数 ( )ii xxG ′− により変 形 すると，GS 成 分 の運 動 方





































 (3 .69) 
ここで， iii uu ′u += であり， ( )は空 間 平 均 を， ( )′ はそれからの変 動 成 分 を表 している。
(3.68)式 中 の SGS 応 力 成 分 τ i j は計 算 格 子 以 下 の SGS 成 分 の変 動 効 果 を意 味 し，
LES 乱 流 モデルより与 える必 要 がある。本 研 究 では，勾 配 拡 散 型 の渦 粘 性 表 現 を用
いるスマゴリンスキー･モデルを適 用 する。  
 
まず SGS 応 力 成 分 τ i j は以 下 のように定 義 される。  
 
( )












 (3 .70) 
 Ri j  
レイノルズ応 力
Ci j  
クロス項




 ( )kkuuq ′′= 21  (3.71) 
ここでスマゴリンスキー･モデルでは，Li j  = Ci j  =  0 と仮 定 し，Ri j 以 下 を次 のように定
義 するものである。  




































 (3 .72) 
ここで，ντは SGS 応 力 の渦 粘 性 係 数 ， ijS は GS 成 分 の歪 速 度 テンソル，Cs はスマゴ
リンスキー定 数 を表 す。スマゴリンスキー定 数 としては，チャンネル内 乱 流 における 0.1
～0.2 の値 が広 く用 いられており，本 研 究 においても Cs=0.1 と設 定 した。また，∆は計
算 格 子 の大 きさによるフィルター幅 を表 し，以 下 のように定 義 される。  
 ( ) 31zyx ∆∆∆=∆  (3 .73) 
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3.3.3 熱輸送を伴う流体解析  
熱 移 動 を伴 う流 体 場 を解 析 する場 合 は，連 続 の式 (3 .9)および N-S 方 程 式 (3.10)
にエネルギー保 存 式 (3.11)を加 えて解 く必 要 があるが，温 度 T はエネルギー保 存 式 に
のみ現 われており，速 度 が求 められた後 にエネルギー保 存 式 を独 立 して計 算 する手
法 が一 般 的 に行 われている。  
υ
 
2 次 元 直 交 座 標 系 におけるエネルギー保 存 式 を再 記 述 する。ただしここでは，自 然


































υ  (3 .74) 
さらに，空 間 差 分 に 2 次 精 度 の中 心 差 分 ，時 間 差 分 には 1 次 精 度 のオイラー陽 解

















































































 (3 .75) 
 
 
以 上 ，3.3.1～3.3.3 項 にて定 式 化 した有 限 差 分 法 による非 圧 縮 性 粘 性 流 体 解 析
を実 現 するためのプログラムフローチャートを図 3.7 に示 す。  
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ijij Sτντ 2−=  , ( )kkuuq ′′= 21
 
図 3.7 非 圧 縮 性 粘 性 流 体 解 析 のフローチャート  
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3.4 電磁場－流体場の連立解析手法  
鋳 型 内 溶 融 金 属 の流 動 状 態 は，電 磁 流 体 力 学 による電 磁 場 と流 れ場 の支 配 方
程 式 を解 くことにより実 現 できる。その手 法 としては，電 磁 場 と流 れ場 を完 全 に連 立 し
て 1 つのプログラムとして解 く方 法 が多 数 報 告 されている。一 般 的 には電 磁 場 解 析 に
比 べ流 れ場 解 析 は多 大 な計 算 コストを必 要 とするが，多 数 のケース検 討 を行 うプロセ
ス設 計 を行 う上 で葉 ，両 者 を連 立 して解 析 する手 法 は計 算 コストや設 計 検 討 上 不 便
な部 分 が生 じる。さらに連 鋳 プロセスを対 象 にした電 磁 流 体 解 析 では，磁 気 レイノルズ
数 Rm≪1 と仮 定 できるため，電 磁 場 における流 体 速 度 の影 響 を無 視 できることや電 磁
場 の形 態 によって流 れ場 との相 互 作 用 が異 なる特 徴 がある。そこで，電 磁 場 解 析 と流
れ場 解 析 を独 立 させ，電 磁 気 利 用 の目 的 に応 じてモデル化 ・連 立 することが可 能 で
ある。  
先 ず，鋳 型 内 電 磁 攪 拌 （M-EMS）の場 合 ，電 磁 場 では交 流 移 動 磁 界 を扱 うため
渦 電 流 問 題 は無 視 できない。しかし，磁 気 レイノルズ数 は十 分 に小 さいので速 度 起 電
力 による渦 電 流 の影 響 は無 視 できる。また，スラブ連 鋳 機 の場 合 は，自 由 表 面 の状
態 が比 較 的 平 坦 なので，流 れ場 による自 由 表 面 形 状 変 化 の電 磁 場 への影 響 は無 視
しても問 題 ない。そこで，連 立 解 法 の形 態 としては，電 磁 場 から流 れ場 への一 方 向 の
みを考 えればよく，電 磁 場 解 析 から求 められた電 磁 力 を流 れ場 解 析 に与 えることで解
析 の目 的 を達 することができる。また，電 磁 力 によって自 由 表 面 形 状 が変 化 する場 合
は，流 れ場 解 析 内 にて R の射 影 法 [39]を用 いて電 磁 力 の補 正 を行 うこととした。その
解 析 手 法 を図 3.8-(a)に示 す。ただし，自 由 表 面 形 状 が大 変 形 した場 合 は電 磁 場 を
再 計 算 する必 要 がある。  
次 に，鋳 型 内 電 磁 ブレーキ（LMF）の場 合 ，速 度 起 電 力 による渦 電 流 の影 響 は同
様 の理 由 で無 視 できる。また，速 度 起 電 力 による渦 電 流 を無 視 できる直 流 電 磁 場 で
は，渦 電 流 は印 加 磁 場 と速 度 とのポアソン方 程 式 で求 めることができるため，励 磁 電
磁 場 と分 離 して考 えることができる。したがって，電 磁 場 解 析 では励 磁 電 磁 場 のみの
解 析 を行 い，求 められた磁 場 を流 れ場 解 析 に与 え，流 れ場 解 析 内 においてポアソン
方 程 式 による渦 電 流 ，電 磁 力 と N-S 方 程 式 による速 度 を連 立 する形 態 となる。この場
合 も電 磁 場 から流 れ場 への一 方 向 のみを考 えればよい。その解 析 手 法 を図 3.8-(b)に
示 す。溶 融 金 属 は一 般 的 に非 磁 性 体 として扱 うことができるため，自 由 表 面 形 状 の
変 化 による励 磁 電 磁 場 の再 計 算 の必 要 は少 ない。  
以 上 のように，電 磁 場 解 析 と流 れ場 解 析 を独 立 させ，電 磁 気 利 用 の形 態 に応 じた
最 適 な連 立 形 態 を用 いることによって，省 計 算 コストで目 的 の解 析 を行 うことができ，
プロセス設 計 や本 来 の目 的 である冶 金 学 による品 質 評 価 に対 して有 利 なものとなる。  
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( ) ( ) ( ){ }AυAJA ×∇×+∇+−=×∇⋅×∇ σφϖσν j0  
( ) ( )AABJF ×∇×∇+−=×= φϖσ j  
電磁場解析 
乱流モデル(LES)，VOF 法 






















( ) ( ) ( ){ }AυAJA ×∇×+∇+−=×∇⋅×∇ σφϖσν j0  
電磁場解析 
乱流モデル(LES)，VOF 法 







( )Bυ×⋅∇=∇ φ2  










(b)  電 磁 ブレーキを対 象 にした電 磁 流 体 解 析 手 法  
図 3.8 目 的 に応 じた電 磁 流 体 解 析 技 術  
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電 磁 流 体 解 析 を含 む各 種 の数 値 解 析 は，各 種 研 究 機 関 による規 模 の小 さなオフ
ラインプロセスにて開 発 ・研 究 用 として従 来 から活 用 され，実 績 を残 してきた。しかしな
がら，実 生 産 プロセスへの適 用 や設 計 ツールとしての適 用 ・確 立 においては，数 値 解
析 手 法 の妥 当 性 の評 価 ，解 析 上 の限 界 条 件 の把 握 や種 々のチューニング等 がまだ
まだ必 要 である。さらにこれらの数 値 解 析 利 用 に関 するノウハウは，対 象 とするプロセス
の形 態 や性 格 によって千 差 万 別 であると言 える。特 に連 鋳 プロセスのように，電 磁 現
象 や流 体 ，伝 熱 ，凝 固 現 象 ，冶 金 的 な状 態 変 化 等 が複 雑 に相 互 作 用 しているプロ
セスを対 象 にする場 合 は，その重 要 性 が増 すと共 に，数 値 解 析 と実 プロセスを結 ぶ
様 々な仮 定 事 項 を検 証 し，積 み上 げていかなければならないと言 える。  
そこで本 章 では，電 磁 流 体 数 値 解 析 を連 鋳 プロセスに適 用 するための様 々な検 討




電 磁 コイル設 計 を行 う上 において，電 磁 場 解 析 は利 用 ニーズは高 い。さらに，
電 磁 場 解 析 は流 体 解 析 と連 成 するための電 磁 力 を解 析 する重 要 なツールである。
そこで電 磁 場 解 析 の妥 当 性 を実 測 値 と比 較 することによって評 価 する。  
攪 拌 電 磁 力 を付 加 された場 合 の鋳 型 内 流 動 は，凝 固 シェルに沿 って自 由 表 面
まで到 達 する。そのため，自 由 表 面 流 動 を評 価 するためには，凝 固 シェルと溶 融
金 属 間 （Mushy 領 域 ）の流 動 抵 抗 を論 ずる必 要 がある。しかし，Mushy 領 域 を数
値 的 に定 義 するためには技 術 的 に高 度 な伝 熱 ・凝 固 問 題 を考 慮 する必 要 がある。
そこで，伝 熱 ・凝 固 問 題 を考 慮 せずに，壁 法 則 による壁 面 せん断 応 力 によっ て
Mushy 領 域 の流 動 抵 抗 を表 現 することが可 能 であるか論 ずる。  
鋳 型 内 の凝 固 シェル形 成 状 態 を推 定 することは，操 業 管 理 上 非 常 に重 要 な項
目 である。しかしながら，凝 固 シェルの厚 みを直 接 的 に測 定 することは非 常 に困 難
なため，その推 定 手 法 は過 去 の経 験 則 によるところが大 きい。そこで，伝 熱 ・凝 固
問 題 を考 慮 した電 磁 流 体 解 析 によって，凝 固 シェル形 成 状 態 の推 定 を試 みた。さ
らに，電 磁 力 付 加 が凝 固 シェルの形 成 に与 える影 響 を論 ずる。  
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4.1 鋳型内電磁攪拌装置の電磁場解析  
鋳 型 内 電 磁 攪 拌 装 置 （M-EMS）は，スラブモールド，ビレットモールドを問 わず今 日
の連 鋳 プロセスにおいて不 可 欠 の電 磁 力 応 用 技 術 である。そのため，その流 れ場 解
析 での流 動 評 価 は勿 論 のこと，電 磁 場 解 析 による電 磁 力 の評 価 ・信 頼 性 も重 要 であ
る。さらに，電 磁 コイルの設 計 を行 う上 でも，電 源 や発 熱 問 題 への適 用 等 電 磁 場 解 析
単 独 での利 用 ニーズは高 い。そこで，M-EMS の電 磁 場 解 析 を行 い，鋳 型 内 磁 場 の
測 定 結 果 との比 較 によってその妥 当 性 を述 べる。ただし，溶 融 金 属 が存 在 する状 態
では，磁 場 の測 定 は不 可 能 なため，M-EMS コイル単 体 によるオフライン条 件 で測 定 を
行 い，数 値 解 析 結 果 との比 較 を行 う。  
4.1.1 設備仕様および解析条件  
スラブモールドでの一 般 的 な鋳 型 内 電 磁 攪 拌 装 置 の平 面 図 を図 4.1，主 な設 備 仕
様 を表 4.1 に示 す。鋳 型 は冷 却 のための銅 鋳 型 と強 度 を保 つためのステンレス鋼 鋳
型 によって構 成 されており，その外 側 に M-EMS コイルを対 向 するように配 置 している。
溶 融 金 属 と M-EM コイルとの間 にある銅 材 とステンレス鋼 材 での渦 電 流 による磁 気 シ
ールド効 果 を抑 制 するために，M-EMS コイルは数 Hz 程 度 の低 周 波 数 で励 磁 されて
いる。この渦 電 流 による銅 鋳 型 内 での発 熱 は，鋳 型 による溶 融 金 属 の冷 却 条 件 へも
影 響 を与 えるため，これらの複 合 問 題 として検 討 等 も行 われている。また，鉄 芯 は発 熱
対 策 のために別 途 水 冷 されている。さらに M-EMS のような直 線 型 のリニアモータでは，
コイル端 による 3 相 電 流 の不 平 衡 問 題 が存 在 するため，誘 起 される電 磁 力 の評 価 や
電 源 設 計 に反 映 しなければならない。このように，コイル設 計 上 の種 々の問 題 に対 し，
電 磁 場 解 析 の利 用 価 値 は高 い。  
M-EMS の電 磁 場 解 析 を行 う際 に使 用 した電 磁 気 的 物 性 値 を表 4.2 に示 す。ただ
し，オフライン条 件 での測 定 結 果 との比 較 に際 しては，溶 融 金 属 および銅 ・ステンレス
鋼 の鋳 型 は除 外 して解 析 を行 った。  
  第 4 章  連 鋳 プロセスへの適 用 技 術  
 
 －39－   
Copper mold 
U -W V -U W -V U -W V -U W -V












図 4.1 スラブモールド用 電 磁 攪 拌 装 置 （平 面 図 ）  
表 4.1 主 な設 備 条 件 （スラブモールド）  
モールド長 辺  1500 [mm] 
モールド短 辺  250 [mm] 
励 磁 周 波 数  6  [Hz]  
極 数  4  
表 4.2 電 磁 場 解 析 に用 いた物 性 値  
物 質  比 透 磁 率  [ -]  導 電 率  [S/m] 
溶 融 金 属 (溶 鋼 )  1 .0 7 .14×106 
モールド長 辺 (銅 )  1 .0 4 .10×107 
モールド短 辺 (銅 )  1 .0 4 .67×107 
ステンレス・モールド  1 .0  1 .33×106 
M-EMS 鉄 芯  1000.0 0.0 
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4.1.2 解析結果と実測値比較  
前 述 したオフライン条 件 での電 磁 場 解 析 結 果 より，磁 束 密 度 の平 面 内 分 布 を図
4.3 に示 す。さらに図 4.2 にて磁 束 密 度 の鋳 型 厚 み方 向 成 分 （By）を測 定 結 果 と比 較
した。  
その結 果 ，幅 方 向 における分 布 ，最 大 値 共 に両 者 はよく一 致 しており，本 手 法 による
電 磁 場 解 析 の妥 当 性 を表 していると言 える。したがって，本 電 磁 化 解 析 を用 いて求 め
る電 磁 力 においてもその妥 当 性 があるものと考 えられる。  
なお，比 較 位 置 は鉄 芯 歯 先 より 90mm の位 置 であり，磁 束 密 度 の標 準 化 は測 定 値

































図 4.2 コイル幅 方 向 における磁 束 密 度 分 布  
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(a)  磁 束 密 度 の実 部 成 分 Br 
 
(b)  磁 束 密 度 の虚 部 成 分 Bi 
図 4.3 磁 束 密 度 分 布 （平 面 図 ）  
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4.2 壁効果による Mushy 領域流動抵抗の考慮  
実 プロセス等 の有 限 空 間 を対 象 にする流 体 現 象 においては，壁 面 と流 体 間 の粘 性
による摩 擦 力 や流 体 の自 由 表 面 における張 力 等 ，境 界 が流 動 に及 ぼす影 響 を無 視
することはできない。特 に乱 流 状 態 にある壁 面 境 界 層 の流 れは，非 常 に複 雑 であると
共 に，全 体 流 動 に及 ぼす影 響 も大 きいと考 えられる。この問 題 に対 しては，境 界 層 の
流 動 を境 界 面 からの剥 離 現 象 として取 り扱 う境 界 層 理 論 として既 に確 立 されており，
壁 面 形 状 や流 動 状 態 等 の各 種 流 動 モデルに対 して，実 験 に基 づく推 定 式 や理 論 的
な簡 易 式 等 様 々な壁 法 則 が存 在 する[40]。  
本 研 究 の対 象 となる連 鋳 プロセスでの鋳 型 内 流 動 現 象 においても，ノズルより鋳 型
内 に注 入 された溶 融 金 属 が鋳 型 壁 面 を沿 うように流 動 の拡 散 が行 われるため，壁 面
近 傍 の流 動 現 象 を解 析 することは重 要 である。特 に M-EMS 等 による鋳 型 内 流 動 は，
壁 面 に沿 う流 速 が大 きくなり壁 面 との速 度 差 が増 大 する。さらに，攪 拌 流 を必 要 とする
自 由 表 面 近 傍 と電 磁 力 を与 える M-EMS コイルの位 置 は空 間 的 な制 約 上 離 れており，
攪 拌 流 の伝 播 は壁 面 近 傍 流 によるものと考 えられるため，壁 面 の流 動 抵 抗 を正 しく評
価 することは非 常 に重 要 であると言 える。  
一 方 実 際 の鋳 型 内 流 動 現 象 では，溶 融 金 属 と鋳 型 壁 面 との直 接 的 な接 触 はほと
んど存 在 せず，鋳 型 冷 却 によって冷 却 ･凝 固 した溶 融 金 属 （凝 固 シェル）が溶 融 金 属
の流 動 に対 する境 界 面 に相 当 する。しかも，溶 融 金 属 と凝 固 シェル間 には固 相 と液
相 が混 在 する領 域 （Mushy 領 域 ）が存 在 しており，溶 融 金 属 の流 動 はこの Mushy 領
域 に お け る 流 動 抵 抗 に よ っ て 減 衰 す る 。 こ の 流 動 抵 抗 は ， Mushy 領 域 を Porous 
media の状 態 であると仮 定 し，その浸 透 性 に D’Arcy 法 則 を用 いることで定 義 すること
が可 能 である。Mushy 領 域 を計 算 するためには伝 熱 ･凝 固 問 題 を扱 う必 要 があり，さら
にはそれら定 義 式 中 の各 係 数 の決 定 ，計 算 コストや手 法 の確 立 等 現 時 点 では問 題
点 も多 い。しかしながら，流 動 解 析 では，鋳 型 内 流 動 に対 して大 きな影 響 力 を有 する
Mushy 領 域 の流 動 粘 性 を無 視 することはできない。  
電 磁 流 体 解 析 での Navier-Stokes 方 程 式 中 では，Mushy 領 域 における流 動 抵 抗
と境 界 層 における流 動 せん断 応 力 は，加 速 度 項 として同 様 に扱 われている。そこで，
Mushy 領 域 における流 動 抵 抗 を壁 法 則 によって近 似 的 に代 替 することが可 能 である
と考 えられる。このような近 似 化 手 法 によって，伝 熱 ･凝 固 問 題 を除 外 した流 体 解 析 に
おいても，Mushy 領 域 の流 動 粘 性 を考 慮 することができ，鋳 型 内 における流 動 の伝 播
状 態 を精 度 よく解 析 することが可 能 になるものと考 えられる。さらに，伝 熱 ･凝 固 を除 外
することによる省 計 算 コスト化 の効 果 も得 られると考 えられる。  
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4.2.1 Mushy 領域における流動抵抗  
ビレットモールドにおける電 磁 攪 拌 の概 略 図 を図 4.4 に示 す。図 からも分 かるように，
攪 拌 流 を与 える M-EMS コイルは自 由 表 面 より十 分 離 れた下 方 向 に設 置 されており，
与 えられた攪 拌 流 は凝 固 シェルに沿 うようにして自 由 表 面 まで伝 播 される。したがって，
自 由 表 面 における流 動 を論 ずるためには，溶 融 金 属 と凝 固 シェル間 の流 動 抵 抗 を正
確 に把 握 する必 要 があるものと考 えられる。  
一 般 的 には，鋳 型 内 の溶 融 金 属 と凝 固 シェルの間 には Mushy 領 域 と呼 ばれる固
相 と液 相 が混 在 する領 域 が存 在 する。凝 固 シェルの溶 融 金 属 に対 する相 対 速 度 は 0
であり，溶 融 金 属 の流 動 は，この Mushy 領 域 内 で減 衰 することになる。そこで，前 述 し
た攪 拌 流 の自 由 表 面 までの伝 播 を論 ずるためには，溶 融 金 属 ～Mushy 領 域 ～凝 固
シェル間 の複 合 的 な流 動 抵 抗 を正 確 に評 価 しなければならないものと言 える。  
 
そこで，流 体 解 析 における Mushy 領 域 の流 動 抵 抗 の考 え方 を以 下 に示 す。まず，
Mushy 領 域 を透 過 性 物 体 （Porous media）と仮 定 し，D’Arcy 法 則 を用 いることで，









K −=  (4.1)  








∂ 21  (4.2)  
ここで，K は Mushy 領 域 における浸 透 性 ，Fs は領 域 における固 相 率 ，C は Porous 
media の形 態 係 数 を表 す。  
 
固 相 率 は，熱 伝 導 方 程 式 との連 立 解 析 によって求 められた流 体 温 度 と液 相 ･固 相
温 度 より求 めることができるが，Porous media の形 態 係 数 は経 験 値 として扱 われること
が多 く，プロセスに応 じてフィッティングが必 要 となる。さらに，熱 伝 導 ･凝 固 問 題 におい
ても凝 固 潜 熱 や凝 固 層 の取 り扱 い等 数 値 流 体 解 析 を実 際 のプロセスに摘 要 するうえ
においては，まだまだクリアしなければならない問 題 が数 多 く残 されている。  
しかしながら前 述 したように，電 磁 攪 拌 が行 われている鋳 型 内 流 動 を論 ずるために
は，Mushy 領 域 における流 動 抵 抗 を軽 視 することはできない。そこで，Mushy 領 域 に
おける流 動 抵 抗 を複 雑 な熱 伝 導 ・凝 固 問 題 と分 離 してモデル化 することができれば，
熱 伝 導 ・凝 固 問 題 を考 慮 しない電 磁 流 体 解 析 でも少 ない計 算 コストで精 度 よく鋳 型
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 (a)  Mushy 領 域 の流 動 抵 抗  (b)  壁 せん断 応 力  
図 4.5 Mushy 領 域 流 動 抵 抗 と壁 せん断 応 力  
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4.2.2 壁法則による壁せん断応力  
Mushy 領 域 における流 動 抵 抗 のモデル化 として，壁 面 等 の境 界 層 におけるせん断
応 力 を考 えてみる。境 界 層 理 論 のよる平 板 と流 体 間 の壁 法 則 としては，1/7 乗 則 等 の
経 験 則 も多 数 存 在 しているが， (4.3)式 に示 す平 行 板 層 流 モデルや乱 流 状 態 を対 象
にした (4.4)式 の摩 擦 損 失 係 数 モデルが差 分 法 による数 値 解 析 手 法 では一 般 的 であ
る。  
 δµτ
Uf fww ⋅=  (4.3)  
 2
2
1 Ufww ρτ ⋅=  (4.4)  
ここで，τw は壁 せん断 応 力 ， fw は壁 面 抵 抗 係 数 を表 す。  







∂ Fυυυυ 21  (4.5)  
 
(4.2)式 からも分 かるように Mushy 領 域 における流 動 抵 抗 は流 速 に比 例 しており，そ
の壁 法 則 によるモデル化 に際 しては，速 度 に比 例 する平 行 板 層 流 モデルが相 当 と言
える。さらに Mushy 領 域 では速 度 が十 分 に小 さく，比 較 的 層 流 に近 いものと考 えられ
るので，その点 においても平 行 板 層 流 モデルを用 いることによって Mushy 領 域 の流 動
抵 抗 を表 現 できるものと考 えられる。この場 合 ，Mushy 領 域 の流 動 抵 抗 K と平 行 板 層




2δ=  (4.6)  
両 者 の概 念 図 を図 4.5 に示 すが，両 者 の概 念 は非 常 に近 いものがあり，凝 固 シェル
を壁 面 と同 様 に扱 っても溶 融 金 属 から見 れば問 題 無 いものと言 える。また，速 度 変 動
が大 きくなる境 界 層 近 傍 の流 動 を扱 う場 合 には，速 度 勾 配 をより正 しく表 現 するため
にも，領 域 の格 子 分 割 を十 分 小 さくする等 の考 慮 が必 要 である。  
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4.2.3 壁法則による流動効果の検証  
Mushy 領 域 の流 動 抵 抗 を壁 せん断 応 力 によって代 替 評 価 する場 合 ，前 述 した
(4.3)式 中 の壁 面 抵 抗 係 数 fw を決 定 しなければならない。パラメータフィッティングは，
実 験 等 による測 定 結 果 と数 値 解 析 結 果 との比 較 により行 われるのが最 も一 般 的 であ
り，本 研 究 においても実 験 との比 較 にて行 うものとする。しかしながら溶 融 金 属 を用 い
た実 設 備 では，溶 融 金 属 の流 速 を直 接 的 に精 度 良 く測 定 することが技 術 的 に困 難
なため，低 融 点 合 金 を用 いたビレットモールドのオフライン試 験 機 での流 速 測 定 結 果
を用 いることとする。オフライン試 験 機 における低 融 点 合 金 の流 速 測 定 手 法 を図 4.6
に示 す。  
 
電 磁 流 体 解 析 で用 いる低 融 点 金 属 の物 性 値 を表 4.3 に，M-EMS コイルより得 られ
る電 磁 力 分 布 を図 4.7 に示 す。なお，オフライン試 験 機 では旋 回 力 を機 械 的 に与 える
構 造 であり，試 験 条 件 と合 致 するように数 値 解 析 ではトルク一 定 となるように電 磁 力 分
布 の補 正 を行 った。  
 
壁 面 抵 抗 係 数 fw を 2.0，0.1，0.04，0.003 と設 定 した際 の電 磁 流 体 解 析 結 果 より，
自 由 表 面 位 置 における流 速 分 布 を図 4.8 にそれぞれ示 す。図 からも分 かるように，壁
面 抵 抗 係 数 が小 さくなるに従 って（図 中 (a)→ (d)），自 由 表 面 位 置 での旋 回 流 速 が大
きくなっている。なお，図 4.8 中 (c)および(d)では，旋 回 流 速 が大 きくなったことによる自
由 表 面 形 状 の変 形 がノズル近 傍 で表 現 されている。  
また，鋳 型 高 さ方 向 （鋳 造 方 向 ）における旋 回 流 速 の分 布 を図 4.9 に，さらに自 由
表 面 位 置 とコイル中 心 位 置 に着 目 して，壁 面 抵 抗 係 数 が旋 回 流 速 に対 する効 果 を
図 4.10 に示 す。両 グラフから，コイル中 心 位 置 における旋 回 流 速 は壁 面 抵 抗 係 数 に
対 して低 感 度 であるが，自 由 表 面 位 置 での旋 回 流 速 は壁 面 抵 抗 係 数 に大 きく影 響
されることが分 かる。このことは，コイル位 置 で与 えられた旋 回 流 は壁 面 に沿 って自 由
表 面 まで伝 播 されており，その伝 播 される量 （強 さ）は，壁 面 との流 動 抵 抗 に大 きく左
右 されるものと言 える。  
図 4.11 中 に●印 で示 すように，オフライン試 験 機 による流 速 の測 定 結 果 は，自 由
表 面 位 置 で約 0.3m/s，コイル中 心 位 置 で約 0.4m/s である。図 4.10 において両 点 に
おける流 速 値 を比 較 した結 果 ，壁 面 抵 抗 係 数 は 0.05 程 度 が最 適 であるものと言 える。
図 4.11 に旋 回 流 速 の測 定 値 と計 算 結 果 の比 較 を示 すが，両 者 は概 ね一 致 しており，
本 手 法 による壁 面 抵 抗 の考 え方 によって，Mushy 領 域 での流 動 抵 抗 を評 価 しても問
題 ないものと言 える。  
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図 4.6 流 速 測 定 手 法  
表 4.3 電 磁 流 体 解 析 に用 いた物 性 値 （低 融 点 合 金 ）  
密 度  9500 [kg/m3] 
粘 性 係 数  8 .40×10- 2  [Pa･s]
表 面 張 力  0 .47 [N/m] 
 
図 4.7 コイル中 心 高 さにおける電 磁 力 分 布  
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流 速 比 較 点
 (a)  壁 面 抵 抗 係 数 ：2.0 (b)  壁 面 抵 抗 係 数 ：0.1 
   
 (c)  壁 面 抵 抗 係 数 ：0.04 (d)  壁 面 抵 抗 係 数 ：0.003 
図 4.8 自 由 表 面 位 置 での旋 回 流 速 分 布 （壁 面 抵 抗 係 数 での比 較 ）  
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図 4.11 流 速 測 定 結 果 と計 算 結 果 の比 較  
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4.3 伝熱・凝固連立解析による凝固シェル形成の
推定  
連 鋳 プロセスの製 品 である鋳 片 の品 質 は，鋳 型 内 における溶 融 金 属 の流 動 ・冷
却 ・凝 固 現 象 によってそのほとんどが決 定 される。特 に近 年 注 目 ・重 要 視 されている
鋳 片 表 面 品 質 は，鋳 型 内 の自 由 表 面 近 傍 における流 動 現 象 と深 い関 係 があり，数
値 解 析 等 による自 由 表 面 流 動 の解 明 ・評 価 が鋳 片 品 質 向 上 のために不 可 欠 である
と言 える。  
ノズルから鋳 型 内 に注 入 された溶 融 金 属 は，壁 面 を沿 うように自 由 表 面 や下 方 （鋳
造 方 向 ）に流 れるのが一 般 的 である。さらに壁 面 に沿 って流 れる溶 融 金 属 は，鋳 型 側
壁 からの冷 却 によって凝 固 シェルへと移 行 するため，壁 面 近 傍 の流 動 は固 相 ，液 相
が混 在 した状 態 の Mushy 領 域 が存 在 する。よって，品 質 評 価 に重 要 な自 由 表 面 の
流 動 を論 ずるためには，Mushy 領 域 内 での流 動 現 象 を正 しく評 価 する必 要 があるた
め，Mushy 領 域 での流 動 抵 抗 を壁 法 則 による壁 面 抵 抗 を用 いて擬 似 化 することによ
って，伝 熱 ・凝 固 計 算 を行 わずに取 り扱 う手 法 を前 節 にて評 価 し，その有 効 性 を確 認
した。しかしながら，熱 伝 導 ・凝 固 問 題 を考 慮 しないこのモデル化 では，冷 却 状 態 や流
動 状 態 の変 化 による凝 固 シェルの厚 みや Mushy 領 域 の変 化 を考 慮 できないため，
Mushy 領 域 （すなわち壁 面 ）と溶 融 金 属 の流 動 抵 抗 は常 に一 定 となる。この点 におい
ては，モデルの制 約 条 件 として別 途 評 価 ・考 慮 する必 要 があると言 える。  
また，実 操 業 においては，鋳 型 内 部 の流 動 を推 定 すること以 上 に凝 固 シェルの状
態 を推 定 ・把 握 することも重 要 である。なぜならば，凝 固 シェルの未 発 達 や不 均 一 は
ブレイク・アウト等 の操 業 トラブルと直 結 するからである。しかしながら，凝 固 シェルの成
長 状 態 を測 定 することは実 操 業 ・オフライン試 験 共 に非 常 に困 難 なため，凝 固 シェル
の推 定 法 に関 しては従 来 からの経 験 則 に頼 っている部 分 が多 くある。したがって，操
業 条 件 の違 いによる凝 固 シェルの生 成 状 態 の違 いを正 しく推 定 できているかどうか評
価 できていないものと考 えられる。特 に，電 磁 力 付 加 操 業 下 での凝 固 シェル生 成 の推
定 に関 しては，流 動 の複 雑 さも増 すため，十 分 な知 見 があるとはいえず，その推 定 手
法 も不 十 分 であるものと言 える。  
そこで本 節 にて，伝 熱 ・凝 固 現 象 を考 慮 した電 磁 流 体 解 析 を行 い，凝 固 シェル生
成 に関 する経 験 則 との比 較 ，相 違 を論 じ，さらに電 磁 力 付 加 操 業 が凝 固 シェル形 成
に与 える影 響 を評 価 ・論 ずる。  
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4.3.1 伝熱・凝固計算手法  
電 磁 流 体 数 値 解 析 において伝 熱 ・凝 固 問 題 を考 慮 するためには，第 2 章 にて記 述
したごとく，連 続 の式 と Navier-Stokes 方 程 式 より得 られた流 体 場 を用 いて以 下 のエネ
ルギー保 存 式 を解 くことによって実 現 することができる。ただしここでは，流 体 は非 圧 縮









∂ 2υ  (4.7)  
溶 融 金 属 の凝 固 状 態 については，領 域 における固 体 の割 合 を示 す固 相 率 Fs を液
相 温 度 TS と固 相 温 度 TL を用 いて以 下 のように定 義 することとした。また，凝 固 潜 熱 は
線 形 的 に放 出 ・吸 収 されると仮 定 し，以 下 の内 部 エネルギーG を用 いることで，エネル
ギー保 存 式 は最 終 的 に (4.10)式 の形 で扱 うことができる。さらに，凝 固 問 題 を加 味 す



























　　　  (4.8)  




∂ 2υ  (4 .10) 
ここで，QL は凝 固 潜 熱 ，cv は定 容 比 熱 を表 す。  
 
スラブモールドの側 面 図 を図 4.12 に，電 磁 流 体 解 析 に用 いる溶 融 金 属 の物 性 諸
元 を表 4.4 に示 す。図 4.12 に示 すようにモールドは外 部 より強 制 的 に冷 却 されており，
伝 熱 ・凝 固 計 算 の境 界 条 件 となる。同 様 に，スプレー部 での冷 却 および溶 融 金 属 自
由 表 面 での上 部 空 気 への放 熱 も考 慮 する必 要 がある。さらに，凝 固 シェルは鋳 造 速
度 にて連 鋳 方 向 へ移 動 するものと定 義 して計 算 を行 った。  
 
また，実 操 業 において凝 固 シェルの形 成 状 態 を測 定 することは非 常 に困 難 なため，
凝 固 シェルの形 成 に関 しては以 下 の経 験 則 が一 般 的 に用 いられる。  
 ζδ 0k=  (4 .11) 
ここで，δは凝 固 シェル厚 ，ζは自 由 表 面 からの位 置 （キャスティング距 離 ），k0 は経
験 定 数 を表 す。なお，経 験 定 数 k0 はブレイク・アウト等 のトラブル時 に得 られた数 少 な
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図 4.12 スラブモールドの概 略 （側 面 図 ）  
表 4.4 電 磁 流 体 解 析 に用 いた溶 融 金 属 （溶 鋼 ）物 性 値  
密 度  7000 [kg/m3] 
粘 性 係 数  4 .40×10- 3  [Pa･s]
表 面 張 力  1 .65 [N/m] 
定 圧 比 熱  630 [J/kg/K] 
熱 伝 導 係 数  33 [W/m/K] 
液 相 温 度 TL 1535 [℃]  
固 相 温 度 TS 1530 [℃]  
凝 固 潜 熱  2 .7×105 [J/kg] 
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4.3.2 M-EMS off 条件における凝固シェルの形成  
凝 固 シェル形 成 に関 する経 験 則 の経 験 定 数 のフィッティングは，電 磁 力 を用 いない
操 業 条 件 下 しか行 われていないため，数 値 解 析 との比 較 についても同 条 件 にて行 うも
のとした。数 値 解 析 より得 られた凝 固 シェルの形 成 厚 みおよび経 験 則 による厚 みを図
4.13 に示 す。その結 果 ，両 者 は非 常 によく一 致 しており，本 手 法 による伝 熱 ・凝 固 解
析 の信 頼 性 があるものと言 える。またその際 の流 速 ，温 度 分 布 図 を図 4.14 に示 す。  
 
 
4.3.3 凝固シェル形成への M-EMS 効果  
次 に，電 磁 力 を付 加 することによる凝 固 シェル形 成 への影 響 を計 算 ・評 価 する。ま
ず，M-EMS によって得 られる電 磁 力 の分 布 を図 4.15 に示 す。なお，設 備 条 件 および
電 磁 場 解 析 での物 性 値 は図 4.1，表 4.1，表 4.2 のものを使 用 した。  
数 値 解 析 の結 果 より，M-EMS off および on 条 件 について，メニスカス下 2m 位 置 で
の固 相 率 の分 布 を図 4.16 に示 す。固 相 率 は (4.8)式 に示 すように，固 相 率 =0 の部 位
では液 相 温 度 より高 く，固 相 率 =1 の部 位 では固 相 温 度 より低 い温 度 状 態 を表 してお
り，固 相 率 =1 で凝 固 シェルの形 態 である。電 磁 力 条 件 に関 わらず両 者 に大 きな分 布
の差 はなく，この位 置 では断 面 中 の大 半 が固 相 と液 相 が混 在 する Mushy 領 域 である
ことが分 かる。  
さらに，モールド幅 方 向 に対 する凝 固 シェルの形 成 状 態 を分 かりやすく抽 出 したグ
ラフを図 4.17 に示 す。その結 果 ，M-EMS off 条 件 では凝 固 シェル厚 が幅 方 向 に不 均
一 であることが分 かる。凝 固 シェルの不 均 一 な生 成 は，流 れ場 や温 度 の不 均 一 から生
じるものであり，これによって応 力 の残 留 や鋳 片 表 面 の割 れに発 展 する可 能 性 があり，
好 ましくない状 態 である。それに対 して，M-EMS on 条 件 では形 成 される凝 固 シェル厚
の分 布 が均 一 であることが見 て取 れる。これは，攪 拌 電 磁 力 を付 加 することによって断
面 内 の流 速 ，温 度 分 布 が均 一 になるためと考 えられ，均 一 凝 固 シェルの生 成 による
鋳 片 表 面 の縦 割 れ改 善 効 果 であり，M-EMS の効 果 を数 値 解 析 的 にも表 現 できるも
のと言 える。  
また M-EMS on 条 件 での流 速 ，温 度 分 布 図 を図 4.18 に示 す。  
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図 4.13 凝 固 シェル形 成 厚 みの経 験 則 との比 較  
  
 (a)  メニスカス断 面  
     
 (b)  前 面 壁 近 傍 断 面  (c)  厚 み中 心 断 面  
 図 4.14 M-EMS off 条 件 における流 速 ･温 度 分 布  
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図 4.15 コイル中 心 高 さにおける電 磁 力 分 布  
   
(a)  M-EMS off  
   
(b) M-EMS on 

























図 4.17 壁 面 抵 抗 係 数 の自 由 表 面 流 速 に及 ぼす効 果  
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 (a)  メニスカス断 面  
     
 (b)  前 面 壁 近 傍 断 面  (c)  厚 み中 心 断 面  
図 4.18 M-EMS on 条 件 における流 速 ･温 度 分 布  
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4.4 本章のまとめ 
数 値 解 析 技 術 を実 プロセスにて活 用 するためには，プロセス個 々に適 用 技 術 を確
立 する必 要 があると考 えられる。特 に，流 体 ・伝 熱 ・凝 固 ・冶 金 等 個 々の事 象 が複 雑
に相 互 作 用 している連 鋳 プロセスでは，数 値 解 析 の適 用 技 術 の重 要 性 は高 く，かつ
数 値 解 析 を適 用 することのメリットも高 いものと言 える。そこで本 章 では，連 鋳 プロセス
にて電 磁 流 体 解 析 を適 用 するための技 術 項 目 の内 ，以 下 の点 について検 討 を行 い




M-EMS 装 置 の電 磁 場 解 析  
M-EMS コイル設 計 や得 られる電 磁 力 を評 価 するためのツールとして電 磁 場 解
析 のニーズは高 いと考 えられる。そこで，冷 間 （溶 鋼 の無 い）条 件 において鋳 型 内
磁 場 測 定 結 果 との比 較 を行 った。その結 果 ，数 値 解 析 結 果 は測 定 値 に対 して非
常 に良 く一 致 しており，本 数 値 解 析 手 法 が妥 当 であるものと言 える。したがって，そ
こから得 られる電 磁 力 強 度 や分 布 についても十 分 信 頼 できるものであると考 えられ
る。  
Mushy 領 域 流 動 抵 抗 の考 慮  
鋳 片 品 質 決 定 上 重 要 な自 由 表 面 流 動 を正 しく解 析 するためには，溶 鋼 と凝 固
シェル間 （Mushy 領 域 ）の流 動 抵 抗 を正 確 に考 慮 することが必 要 である。Mushy
領 域 は伝 熱 ・凝 固 問 題 を考 慮 することで解 析 されるが，現 時 点 での伝 熱 ・凝 固 解
析 は実 プロセスへの適 用 技 術 の点 で課 題 が多 い。そこで Mushy 領 域 の流 動 抵 抗
は伝 熱 ・凝 固 問 題 を考 慮 しない解 析 での壁 法 則 によるせん断 応 力 と等 価 だと考 え，
その検 証 ・評 価 を行 った。  
その結 果 ，自 由 表 面 流 動 は壁 面 抵 抗 に大 きく影 響 されることが判 明 した。このこ
とは自 由 表 面 への流 動 が壁 面 に沿 っていることの表 れであり，自 由 表 面 流 動 を論
ずるためには壁 面 抵 抗 の見 積 もりが重 要 であるということを意 味 している。さらに，
壁 面 抵 抗 係 数 を 0.05 程 度 とすることでオフライン試 験 機 による流 速 測 定 結 果 と良
く一 致 することが判 明 した。したがって，伝 熱 ・凝 固 問 題 を考 慮 しない解 析 でも壁
法 則 によるせん断 応 力 を正 しく見 積 もることによって，Mushy 領 域 の流 動 抵 抗 を考
慮 したことと同 様 の結 果 を得 ることが可 能 であると言 える。  
伝 熱 ・凝 固 解 析 による凝 固 シェル形 成 の推 定  
Mushy 領 域 を含 めた凝 固 シェルの形 成 状 態 は鋳 造 速 度 や電 磁 力 等 の操 業 条
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連 鋳 プロセスへの適 用 技 術  
件 に応 じて変 化 して行 くものと考 えられるが，凝 固 シェルの状 態 を直 接 的 に測 定 す
ることは不 可 能 なため，その推 定 手 法 は必 ずしも確 立 していない。しかし，凝 固 シェ
ルの形 成 状 態 を把 握 することは，操 業 上 重 要 な項 目 である。そこで，伝 熱 ・凝 固 問
題 を考 慮 した電 磁 流 体 解 析 によって凝 固 シェル形 成 状 態 を解 析 ・評 価 した。  
その結 果 ，M-EMS off 条 件 では経 験 則 による凝 固 シェルの形 成 厚 と良 く一 致 し
ており，手 法 の妥 当 性 があるものと言 える。さらに，攪 拌 電 磁 力 を付 加 することによ
って凝 固 シェル厚 の分 布 が均 一 化 することが確 認 された。凝 固 シェル厚 の不 均 一
は鋳 片 表 面 の縦 割 れ現 象 と関 係 があると考 えられており，M-EMS による縦 割 れ改
善 効 果 を数 値 解 析 においても確 認 できたものと言 える。  
 
以 上 ，個 別 の事 例 に対 する実 プロセスへの数 値 解 析 適 用 技 術 に関 して述 べてきた
が，数 値 解 析 を活 用 化 するためには解 の信 頼 性 と限 界 の把 握 ，さらにコストパフォー
マンスが非 常 に重 要 であると言 える。今 回 の事 例 によって，数 値 解 析 の適 用 性 とその




連 鋳 プロセスによって製 造 される鋳 片 の品 質 欠 陥 の主 なものとして，凝 固 過 程 の不
均 一 さから生 じる表 面 傷 ，スラグ，パウダー等 非 鉄 不 純 物 の混 入 および偏 析 等 が挙
げられる。鋳 型 内 電 磁 攪 拌 装 置 （M-EMS）を含 めた電 磁 気 応 用 技 術 の鋳 型 内 流 動
への応 用 によって，連 鋳 工 程 での欠 陥 要 因 の排 除 が可 能 となり，今 日 では品 質 と生
産 性 向 上 のためにも電 磁 力 応 用 は不 可 欠 なものとなっている。一 方 で鉄 鋼 製 品 の用
途 が高 度 化 するにともない，鋳 片 品 質 の厳 格 化 ・高 級 化 への要 望 は益 々厳 しいもの
となっている。しかしながら，生 産 性 向 上 のためには連 鋳 以 降 の製 品 仕 上 げ段 階 での
表 面 補 修 作 業 を抑 制 する必 要 がある。その結 果 ，鋳 片 の表 面 品 質 は益 々重 要 となっ
てくる。  
鋳 片 の表 面 品 質 は初 期 凝 固 過 程 において生 成 されるオシレーションマークとの関
連 性 が非 常 に大 きいと言 われており，オシレーションマークの発 生 （すなわち初 期 凝 固
現 象 ）を制 御 することが望 まれている。初 期 凝 固 過 程 は鋳 型 内 流 動 の自 由 端 である
自 由 表 面 （メニスカス）にて行 われているため，その現 象 解 明 のためには自 由 表 面 に
おける流 動 現 象 を詳 細 に論 ずる必 要 があるものと言 える。さらに近 年 ，初 期 凝 固 問 題
に対 しては，電 磁 鋳 造 技 術 （EMC）やその応 用 例 である Pulse-EMC 等 による自 由 表
面 形 状 の安 定 化 と表 面 品 質 の改 善 が報 告 されており，自 由 表 面 流 動 の過 渡 現 象 を
論 ずることの重 要 性 が言 われている。  
そのため，自 由 表 面 流 動 を論 ずるための電 磁 流 体 解 析 には，自 由 表 面 の形 状 を
含 めた流 動 の過 渡 現 象 ，時 間 変 化 をも正 確 に評 価 することが望 まれる。しかしながら，
電 磁 力 の時 間 変 動 部 分 を考 慮 していない従 来 の電 磁 流 体 解 析 手 法 では，自 由 表
面 流 動 の過 渡 現 象 を論 ずるには不 十 分 であると考 えられる。そこで，電 磁 力 の時 間
変 動 項 をも同 時 に考 慮 できる電 磁 流 体 解 析 手 法 を開 発 し，電 磁 力 の時 間 変 動 成 分
が鋳 型 内 流 動 へ及 ぼす影 響 の評 価 と電 磁 流 体 数 値 解 析 にてそれを考 慮 することの
必 要 性 を論 ずることとする。  
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5.1 時間変動電磁力考慮の必要性  
連 鋳 プロセスにおけるモールドでは，溶 融 金 属 と鋳 型 との直 接 的 な接 触 による鋳 型
の損 傷 を防 ぐために，パウダーと呼 ばれる潤 滑 材 が自 由 表 面 上 に投 入 されている。自
由 表 面 形 状 の急 激 な変 動 や強 い下 降 流 等 によりパウダーが溶 融 金 属 内 に取 り込 ま
れ，凝 固 シェルに捕 捉 されると，非 金 属 介 在 物 の混 入 による品 質 劣 化 を招 く可 能 性
がある。さらに，鋳 片 の極 表 層 は鋳 型 内 の自 由 表 面 位 置 における凝 固 過 程 において
作 られるため，その品 質 を向 上 するためには，自 由 表 面 位 置 での流 動 ，特 に鋳 型 壁
面 近 傍 での流 動 や形 状 の過 渡 現 象 を詳 細 に解 明 する必 要 がある。併 せて，自 由 表
面 近 傍 では電 磁 力 付 加 による流 動 制 御 が行 われており，流 動 現 象 を解 明 する上 に
おいて電 磁 力 の影 響 を正 しく評 価 することが重 要 であると言 える。そこで，その現 象 解
明 のためには電 磁 流 体 解 析 を用 いた数 値 理 論 的 なアプローチが最 も有 効 であると考
えられる。  
電 磁 流 体 解 析 は従 来 から鋳 型 内 溶 融 金 属 の流 動 現 象 の解 明 やプロセス設 計 に
広 く研 究 ・活 用 されてきている。そこで扱 う電 磁 力 は，Maxwell の電 磁 方 程 式 より導 か
れ，時 間 に依 存 しない直 流 の電 磁 力 成 分 （時 間 平 均 電 磁 力 ）と励 磁 周 波 数 の２倍 周
波 を持 つ交 流 の電 磁 力 成 分 （時 間 変 動 電 磁 力 ）との和 で表 現 される。従 来 行 われて
いた電 磁 流 体 解 析 手 法 は，電 磁 力 付 加 による時 間 平 均 流 動 を評 価 することが主 目
的 であったため，溶 融 金 属 の流 動 による慣 性 質 量 に比 べて十 分 に小 さい時 間 変 動
電 磁 力 は無 視 され，時 間 平 均 電 磁 力 のみが考 慮 されてきた。  
しかしながら，自 由 表 面 における流 動 の過 渡 現 象 を詳 細 に解 明 する目 的 のために
は，時 間 平 均 電 磁 力 しか考 慮 していない従 来 の解 析 手 法 では不 十 分 であり，時 間 変
動 電 磁 力 の項 をも考 慮 した手 法 が必 要 であると考 えられる。そこで本 節 にて，時 間 変
動 電 磁 力 を考 慮 した電 磁 流 体 解 析 を開 発 し，時 間 変 動 電 磁 力 が自 由 表 面 や鋳 型
内 部 の流 動 へ及 ぼす影 響 について評 価 し，その必 要 性 について議 論 する。  
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5.1.1 鋳型内電磁攪拌による電磁力  
ここで，電 磁 場 およびそこから得 られる電 磁 力 について再 度 整 理 しておく。  
Maxwell の電 磁 方 程 式 による渦 電 流 電 磁 場 と得 られる電 磁 力 は，A-φ法 および
jω法 による準 定 常 解 法 を用 いた 3 次 元 電 磁 場 有 限 要 素 法 を用 いることにより，(5.1)
および(5 .2)式 のように定 義 される。  
 ( ){ } ( )φωσν &&&& ∇+−=×∇×∇ AJA j0  (5.1)  
 ( ) ( )AABJF &&&&&& ×∇×∇+−=×= φωσ j  (5.2)  
上 記 式 中 の磁 束 密 度 ，渦 電 流 密 度 および電 磁 力B& J& F& は jω法 による複 素 数 空 間
にて表 現 されているので，実 空 間 における電 磁 力 F は次 式 のように再 表 現 できる。  
 ( )θω ++= tACDC 2cosFFF  (5.3)  
ここで，FD C は時 間 平 均 電 磁 力 ，FA C は時 間 変 動 電 磁 力 ，θ  は時 間 変 動 電 磁 力
の位 相 を表 す。  
(5.3)式 に示 すように，溶 融 金 属 に働 く電 磁 力 は時 間 に依 存 しない時 間 平 均 電 磁
力 FD C と励 磁 周 波 数 の 2 倍 の周 波 数 を持 ち時 間 に依 存 する時 間 変 動 電 磁 力 FA C と
の和 で表 現 されることが分 かる。そこで，流 体 場 解 析 に外 部 力 として与 える電 磁 力 に
FD C と FA C の 2 つの電 磁 力 を与 えることとした。  
 
次 に，スラブモールドにおける M-EMS によって鋳 型 内 溶 融 金 属 に作 用 する電 磁 力
のうち，自 由 表 面 位 置 における時 間 平 均 電 磁 力 の分 布 を図 5.1 に，時 間 変 動 電 磁
力 をも含 めた電 磁 力 の分 布 をω t=0 とω t=π /2 について図 5.2 に示 す。また，図 5.1，図
5.2 中 の A，B 点 における電 磁 力 の鋳 造 方 向 （z 方 向 ）成 分 の時 間 変 化 を図 5.3 に示
す。電 磁 力 の鋳 造 方 向 成 分 は自 由 表 面 形 状 変 動 の起 因 であり，A 点 は攪 拌 方 向 の
電 磁 力 が弱 くパウダー吸 着 が起 こりやすいと考 えられる位 置 であり，B 点 はプロセス設
計 を行 う上 での自 由 表 面 上 の代 表 点 である。  
(5.3)式 の理 論 式 で示 される通 り，時 間 変 動 をも含 めた電 磁 力 は励 磁 周 波 数 の 2
倍 周 波 数 で振 動 することが図 5.3 のグラフでも表 されている。A，B 点 の時 間 平 均 電 磁
力 の大 きさはほぼ同 じなのに対 して，電 磁 力 の振 幅 は A，B 点 に 3 倍 程 度 の差 がある。
さらに，B 点 における時 間 平 均 電 磁 力 と時 間 変 動 電 磁 力 をも含 めた電 磁 力 の差 は最
大 で 5 倍 程 度 と大 きく，電 磁 流 体 解 析 においても時 間 変 動 電 磁 力 を考 慮 する必 要 性
があるものと考 えられる。  
 第 5 章  時 間 変 動 電 磁 力 の自 由 表 面 流 動 に対 する影 響  
 




Point-A Point-B  




Point-A Point-B  




Point-A Point-B  
(b) ω t=π /2 































DC + ACDC only
Exciting 1 cycle
 
 (a)  A 点  (b) B 点  
図 5.3 電 磁 力 の時 間 変 化  
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5.1.2 時間変動電磁力考慮による流動の変化  
次 に，前 述 した電 磁 力 分 布 を用 いて電 磁 流 体 解 析 を行 い，従 来 法 （時 間 平 均 電
磁 力 FD C のみ）と新 手 法 （時 間 平 均 電 磁 力 FD C＋時 間 変 動 電 磁 力 FA C）の自 由 表 面
及 び鋳 型 内 部 の流 動 に及 ぼす影 響 をみる。  
両 手 法 の電 磁 流 体 解 析 結 果 より，自 由 表 面 形 状 の鳥 瞰 図 を図 5.4 に，図 中 に示
している A，B 点 における自 由 表 面 位 置 の時 間 変 化 を図 5.5 に示 す。図 中 グラフの縦
軸 は自 由 表 面 基 準 位 置 に対 する変 動 量 である。ここで取 り扱 う溶 融 金 属 はレイノルズ
係 数 が大 きいことにより長 い周 波 でゆらぎが発 生 するが，時 間 変 動 電 磁 力 を考 慮 しな
い従 来 法 においてもゆらぎが計 算 ・表 現 されていることが分 かる。特 にノズル近 傍 に位
置 する A 点 では，電 磁 力 により与 えられた旋 回 流 （x 方 向 流 れ）がノズルとの干 渉 によ
って大 きく乱 されるが，計 算 においても大 きな乱 れが計 算 されている。A 点 において時
間 変 動 電 磁 力 を考 慮 した新 手 法 と従 来 法 に大 きな差 はないことは，乱 れた流 れが支
配 的 であるために，時 間 変 動 電 磁 力 に起 因 する流 動 現 象 が表 面 化 されなかったもの
と考 えられる。  
 
しかしながら，B 点 においては，新 手 法 による自 由 表 面 位 置 の時 間 変 化 は従 来 法
に比 べ大 きく変 動 し，その変 動 周 波 数 は励 磁 周 波 数 の２倍 の周 波 数 とほぼ同 じであ
ることが分 かる。これは B 点 がノズルと鋳 型 側 壁 の中 間 点 に位 置 し，障 害 物 との干 渉
による流 動 の乱 れが少 ないため，時 間 変 動 電 磁 力 による流 動 現 象 が忠 実 に反 映 され
たものであり，自 由 表 面 が電 磁 力 効 果 に非 常 に敏 感 なことが推 測 される。さらに，この
自 由 表 面 の時 間 的 変 動 量 は従 来 の計 算 結 果 に比 べ約 3 倍 程 度 大 きく，図 5.4-(b)
に示 すように自 由 表 面 形 状 が大 きく変 形 ・振 動 する。  
 
オンライン操 業 において，1600℃以 上 の溶 融 金 属 の自 由 表 面 流 動 を定 量 的 に測
定 することは，現 時 点 では非 常 に困 難 であり，遠 隔 カメラ等 による定 性 的 な知 見 しか
得 ることができない。その中 で，鋳 型 内 に電 磁 力 を付 加 した場 合 に自 由 表 面 が細 かい
周 期 で振 動 するということは一 般 的 に知 られており，今 回 の計 算 結 果 とも良 く一 致 す
る。さらに，時 間 変 動 電 磁 力 を考 慮 していない従 来 法 では表 現 され得 なかった現 象 で
ある。一 方 ，従 来 法 による解 析 結 果 は，本 論 3 章 にて報 告 したとおり，測 定 結 果 との
良 好 な一 致 を得 ている。したがって，従 来 法 と同 様 の計 算 ロジックを用 いて時 間 変 動
電 磁 力 を考 慮 した新 手 法 およびその計 算 結 果 は，妥 当 性 があるものと言 える。  
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次 に，溶 融 金 属 に電 磁 力 を付 加 することの主 目 的 である鋳 型 内 部 の旋 回 流 の増
加 について，２つの手 法 を評 価 してみる。その際 ，旋 回 流 を発 生 させる攪 拌 方 向 の電
磁 力 が均 一 的 に得 られる M-EMS コイル設 置 高 さで鋳 型 壁 近 傍 の C，D 点 （図 5.4 中
に明 示 ）について評 価 を行 う。各 点 における旋 回 方 向 （x 方 向 ）流 速 の時 間 変 化 を図
5.6 に示 す。図 中 グラフの縦 軸 は M-EMS-off 条 件 の旋 回 流 速 時 間 平 均 値 に対 する
速 度 増 加 率 を表 す。その結 果 ，ゆらぎの違 いがあるものの，従 来 法 ，新 手 法 ともにほ
ぼ同 じ旋 回 流 速 の増 加 率 を得 ていることが分 かる。  
 
以 上 のことから，自 由 表 面 近 傍 の流 動 現 象 を詳 細 に評 価 するためには，時 間 平 均
電 磁 力 と時 間 変 動 電 磁 力 の両 方 を同 時 に考 慮 する必 要 があると言 える。これは，自
由 表 面 が鋳 型 内 流 動 現 象 の自 由 端 であり，電 磁 力 の影 響 を敏 感 に受 けるためである。
しかしながら，鋳 型 内 部 の主 たる流 動 を評 価 する上 においては，両 手 法 の結 果 に大 き
な差 はなく，時 間 平 均 電 磁 力 のみを考 慮 する従 来 の電 磁 流 体 解 析 でも問 題 ないもの
と言 える。  
さらに，２つの手 法 の差 分 計 算 における時 間 刻 み幅 と計 算 時 間 を表 5.1 に示 す。時
間 変 動 電 磁 力 を考 慮 するためには，時 間 刻 み幅 を細 かくする必 要 があり，従 来 手 法
より計 算 時 間 （コスト）を要 するが，その増 加 率 は時 間 刻 み幅 の比 よりは小 さいことがわ
かる。これは，時 間 刻 み幅 を細 かくすることによって各 時 刻 における収 束 反 復 回 数 が
減 少 したためと考 えられる。したがって，時 間 変 動 電 磁 力 を考 慮 することによる計 算 コ
ストの増 大 と，それから得 られる効 果 ・知 見 を勘 案 し，電 磁 流 体 解 析 手 法 を選 択 する
必 要 があるものと言 える。  
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(b)  新 手 法 （時 間 平 均 電 磁 力 FD C＋時 間 変 動 電 磁 力 FA C）  
図 5.4 自 由 表 面 形 状  
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 (a)  A 点  (b) B 点  





















































 (a)  C 点  (b) D 点  
図 5.6 鋳 型 内 部 旋 回 流 速 の時 間 変 化  
表 5.1 時 間 刻 み幅 と計 算 時 間  
 時 間 刻 み幅  計 算 時 間  
従 来 法  0 .6 sec 9 hours 
新 手 法  0 .015 sec 29 hours 
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5.2 M-EMS 励磁周波数に対する自由表面流動の
追随性  
自 由 表 面 流 動 の過 渡 現 象 を論 ずることは，鋳 片 品 質 を向 上 させるために非 常 に重
要 なことである。電 磁 流 体 解 析 にて自 由 表 面 流 動 を解 明 するためには，電 磁 力 の時
間 変 動 成 分 の考 慮 が必 要 であることを前 節 にて議 論 した。そこで本 節 では，M-EMS
の励 磁 周 波 数 に対 する自 由 表 面 流 動 の影 響 度 を流 動 の追 随 性 で評 価 し，時 間 変
動 電 磁 力 と自 由 表 面 流 動 との関 係 についてさらに議 論 することとする。なお本 節 では，
数 値 解 析 の信 頼 性 を確 認 する意 味 も含 め，前 節 にて行 ったスラブモールド型 ではなく
ビレットモールド型 を対 象 にした。  
 
M-EMS によって鋳 型 内 溶 融 金 属 に作 用 する電 磁 力 の時 間 平 均 成 分 の自 由 表 面
位 置 における分 布 を図 5.7 に，鋳 型 壁 中 心 位 置 （図 中 E 点 ）の鋳 造 方 向 （ -z 方 向 ）
における電 磁 力 分 布 を時 間 平 均 電 磁 力 FD C と時 間 変 動 電 磁 力 FA C に分 離 して図
5.8 にそれぞれ示 す。図 5.8 からも分 かるように時 間 平 均 電 磁 力 は旋 回 方 向 （x 方 向 ）
成 分 のみが誘 起 されており，これによって鋳 型 内 に旋 回 流 が作 られる。時 間 変 動 電 磁
力 においては，旋 回 方 向 成 分 と同 程 度 の圧 縮 方 向 （y 方 向 ）電 磁 力 成 分 が誘 起 され
る。この時 間 変 動 する圧 縮 方 向 電 磁 力 によって，自 由 表 面 形 状 を時 間 変 動 制 御 する
Pulse-EMC と同 様 のことが実 現 できる可 能 性 があるものと考 えられる。  
また，鋳 型 は銅 とステンレス鋼 で作 成 されており，励 磁 周 波 数 の違 いで電 磁 力 の強
さに差 が生 じる。そこで，各 周 波 数 における電 磁 力 効 果 の正 当 な評 価 を行 うために，
自 由 表 面 位 置 における旋 回 トルク値 を合 わせるように励 磁 電 流 値 を操 作 した。  
電 磁 流 体 解 析 の結 果 より，鋳 型 壁 周 回 辺 上 の自 由 表 面 高 さの時 間 変 動 分 布 を
図 5.9 に示 す。図 中 横 軸 の A～D は鋳 型 各 コーナー位 置 （図 5.7 参 照 ），縦 軸 は経
過 時 間 ，コンター表 示 によって自 由 表 面 高 さの変 動 量 を示 している。M-EMS の励 磁
周 波 数 が 1Hz のケース（図 5.9-(a)）では，自 由 表 面 高 さが 2Hz で規 則 正 しく変 動 し
ていることが見 てとれるが，励 磁 周 波 数 5Hz のケース（図 5.9-(b)）では，自 由 表 面 高 さ
の時 間 変 動 はほとんど見 ることができない。さらに，自 由 表 面 高 さの時 間 変 動 の周 波
数 スペクトルを図 5.10 に，励 磁 周 波 数 に対 する自 由 表 面 高 さの時 間 変 動 の追 随 性
を表 したグラフを図 5.11 に示 す。ここでは，各 励 磁 周 波 数 における電 磁 流 体 解 析 結
果 より抽 出 した自 由 表 面 高 さの変 動 量 ( )tZ∆ にフーリエ級 数 展 開 を行 い，全 周 波 数 成
分 に対 する時 間 変 動 電 磁 力 成 分 （すなわち励 磁 周 波 の 2 倍 周 波 数 成 分 ）の比
率 を追 随 率 R と定 義 した。  
fX 2
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2  (5.5)  
その結 果 ，2Hz 以 上 の周 波 数 域 では時 間 変 動 電 磁 力 による流 動 の追 随 性 は小 さ
いことがわかる。したがって，時 間 変 動 電 磁 力 が自 由 表 面 流 動 に及 ぼす影 響 は少 な
いものと言 える。同 時 にこの周 波 数 域 では，電 磁 流 体 解 析 においても時 間 変 動 電 磁
力 を考 慮 することの必 要 性 が少 ないと考 えられる。  
さらに，2Hz 以 下 の周 波 数 域 では，10%以 上 の追 随 性 を示 しており，時 間 変 動 電
磁 力 が自 由 表 面 流 動 に少 なからず影 響 を与 えるものと言 える。また，時 間 変 動 電 磁
力 に対 する追 随 性 は，一 般 的 には低 周 波 数 ほど高 くなると考 えられるが，本 解 析 結
果 では励 磁 周 波 数 が 1Hz 時 に最 大 の追 随 率 を示 している。これは約 2Hz が今 回 の
鋳 型 における定 在 波 の基 本 振 動 数 であり，それとの共 振 現 象 によるものと考 えられる。
なお，定 在 波 は(5.6)式 のように定 義 し，N=1 時 を基 本 振 動 数 とした。ただし，L はモー




1=  (5.6)  
 
以 上 のことから，自 由 表 面 流 動 は鋳 型 固 有 な定 在 波 との共 振 性 が強 く，低 周 波 数
域 では電 磁 力 の時 間 変 動 成 分 が自 由 表 面 流 動 に与 える影 響 を無 視 できないものと
言 える。  
 第 5 章  時 間 変 動 電 磁 力 の自 由 表 面 流 動 に対 する影 響  
 









































































 (a)  時 間 平 均 電 磁 力 FD C  (b)  時 間 変 動 電 磁 力 FA C  
図 5.8 電 磁 力 の高 さ方 向 分 布  
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 (a)  励 磁 周 波 数 ：1Hz (b)  励 磁 周 波 数 ：5Hz 








































 (a)  励 磁 周 波 数 ：1Hz (b)  励 磁 周 波 数 ：5Hz 



















図 5.11 自 由 表 面 高 さ変 動 の追 随 性  
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5.3 本章のまとめ 
鋳 片 の品 質 欠 陥 要 因 の一 つである非 鉄 不 純 物 の混 入 や不 均 一 凝 固 シェルによる
表 面 傷 等 の多 くは，鋳 型 内 流 動 の自 由 表 面 における表 面 形 状 の不 安 定 性 と大 きな
関 係 がある。特 に，極 表 層 品 質 に関 しては初 期 凝 固 現 象 との関 連 性 が強 いと言 われ
ており，初 期 凝 固 現 象 ，すなわち自 由 表 面 における流 動 現 象 の解 明 が望 まれている。
また，そのアプローチ手 段 として，電 磁 流 体 解 析 の活 用 は非 常 に有 効 であると考 えら
れる。  
そこで本 章 では，電 磁 流 体 解 析 にて自 由 表 面 流 動 を詳 細 に解 明 するに当 たり，
M-EMS による電 磁 力 が自 由 表 面 流 動 に与 える影 響 について解 析 的 検 討 を行 った。
まず，時 間 平 均 電 磁 力 のみによる従 来 の電 磁 流 体 解 析 と時 間 平 均 ＋時 間 変 動 電 磁
力 を考 慮 した電 磁 流 体 解 析 結 果 との比 較 を行 うことで，時 間 変 動 電 磁 力 が鋳 型 内




時 間 変 動 電 磁 力 を考 慮 することによって，自 由 表 面 流 動 は大 きく変 動 し，その
時 間 周 期 が時 間 変 動 電 磁 力 の変 動 周 期 と一 致 することが判 明 した。このことは，
鋳 型 内 流 動 の自 由 端 である自 由 表 面 が，電 磁 力 の影 響 を敏 感 に受 けることを表
している。したがって，自 由 表 面 近 傍 の流 動 現 象 を解 明 するためには，電 磁 流 体
解 析 において時 間 変 動 電 磁 力 をも考 慮 する必 要 があるものと言 える。  
しかしながら，鋳 型 内 部 の流 動 については，時 間 変 動 電 磁 力 を考 慮 してもその
流 動 には大 きな差 がなく，時 間 変 動 電 磁 力 を考 慮 することの必 要 性 が低 いことが
言 える。逆 に，時 間 変 動 電 磁 力 を考 慮 しない従 来 手 法 の方 が小 さな計 算 コストで
解 析 が行 えるため，鋳 型 内 部 の全 体 的 な流 動 の評 価 する上 においては従 来 手 法
の方 が適 しているものと言 える。  
 
次 に，電 磁 力 の時 間 変 動 周 波 数 に対 する自 由 表 面 流 動 への影 響 度 を解 析 的 に
評 価 した。その結 果 以 下 のような知 見 を得 た。  
時 間 変 動 電 磁 力 が自 由 表 面 流 動 に与 える影 響 度 は低 周 波 域 ほど大 きくなり，
5Hz 程 度 から高 い周 波 数 域 では時 間 変 動 電 磁 力 の影 響 はほとんど無 いことが判
明 した。さらに，自 由 表 面 流 動 は鋳 型 固 有 の定 在 波 との共 振 性 が非 常 に強 いこと
が判 明 した。このことは，電 磁 コイルの設 計 等 を行 う際 には，共 振 周 波 数 を十 分 考
慮 する必 要 があるものと言 える。  
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6.1 本研究の総括  
本 論 文 では，電 磁 流 体 数 値 解 析 を連 続 鋳 造 プロセスの鋳 型 内 溶 鋼 流 動 に応 用 し，
プロセス設 計 支 援 ツールとして確 立 するための応 用 技 術 の向 上 を主 目 的 とし，個 々の
プロセス形 態 に適 応 した電 磁 流 体 場 解 析 手 法 の確 立 とその妥 当 性 ，信 頼 性 の向 上 ，
省 計 算 コスト化 のためのモデル化 や解 析 手 法 の提 案 を行 い，その有 効 性 を報 告 した。
特 に，鋳 片 の品 質 向 上 のためにもっとも重 要 とされる自 由 表 面 流 動 の現 象 解 明 のた
めに，行 うべき解 析 のモデル化 や設 計 ツールへの応 用 法 を示 した。本 研 究 にて得 られ
た新 たな知 見 によって，連 鋳 プロセスにおける電 磁 流 体 解 析 の信 頼 性 と可 用 性 が向
上 し，設 計 支 援 ツールとしての有 用 性 がさらに確 認 された。以 下 に本 研 究 で得 られた
知 見 を要 約 する。  
先 ず，連 鋳 プロセスにおける電 磁 力 応 用 の形 態 は多 数 存 在 しており，その電 磁 力
応 用 の特 徴 に応 じた電 磁 流 体 解 析 手 法 の形 態 を示 した。このように個 々のプロセス
解 明 に応 じた解 析 のモデルを採 ることによって，設 計 支 援 ツールとしての信 頼 性 を犠
牲 にすることなく，よりコストパフォーマンスの高 い数 値 解 析 を行 えるものと言 える。さら
に，このような自 由 度 の高 い解 析 形 態 は新 たな知 見 によるモデルの向 上 や周 辺 問 題
との複 合 的 な解 析 に対 しても有 効 であると考 えられる。  
次 に，伝 熱 ・凝 固 問 題 を考 慮 しない電 磁 流 体 解 析 において壁 法 則 による壁 せん断
応 力 を考 慮 することと，伝 熱 ・凝 固 を考 慮 した解 析 による Mushy 領 域 の流 動 抵 抗 を
考 慮 することは数 値 解 析 上 同 じであることを示 した。さらに，自 由 表 面 流 動 は壁 面 抵
抗 に大 きく左 右 されるため，その抵 抗 係 数 を正 しく見 積 もることは非 常 に重 要 であると
言 える。そこで，オフライン試 験 との比 較 検 証 を行 い，壁 面 抵 抗 係 数 を 0.05 程 度 とす
ることで，鋳 型 内 の旋 回 流 側 分 布 を正 しく表 現 できることが判 明 した。  
一 方 ，凝 固 シェルの形 成 状 態 を把 握 することは，操 業 上 非 常 に重 要 であるが，その
推 定 手 法 は必 ずしも確 立 していない。そこで，伝 熱 ・凝 固 問 題 を考 慮 した電 磁 流 体
解 析 によって凝 固 シェル形 成 状 態 の推 定 を試 みた。その結 果 ，M-EMS off 条 件 では
経 験 則 による凝 固 シェルの形 成 厚 とよく一 致 しており，手 法 の妥 当 性 があるものと言 え
る。さらに，攪 拌 電 磁 力 を付 加 することによって凝 固 シェル厚 の分 布 が均 一 化 すること
が判 明 した。凝 固 シェル厚 の不 均 一 は鋳 片 表 面 の縦 割 れ現 象 と関 係 があると考 えら
れており，M-EMS による縦 割 れ改 善 効 果 を数 値 解 析 においても確 認 できたものと言
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える。したがって，伝 熱 ・凝 固 問 題 を考 慮 した電 磁 流 体 解 析 による凝 固 シェル形 成 状
態 推 定 の可 能 性 はあるものと言 える。  
最 後 に，電 磁 力 が自 由 表 面 流 動 に与 える影 響 について解 析 的 検 討 を行 った結 果 ，
鋳 型 内 流 動 の自 由 端 である自 由 表 面 は，時 間 変 動 電 磁 力 の影 響 を大 きく受 けること
が判 明 した。そのため，自 由 表 面 近 傍 の流 動 現 象 を解 明 するためには，電 磁 流 体 解
析 において時 間 変 動 電 磁 力 をも考 慮 する必 要 があるものと言 える。しかしながら，鋳
型 内 部 の流 動 については，時 間 変 動 電 磁 力 の影 響 を受 けにくいため，時 間 変 動 電
磁 力 を考 慮 することの必 要 性 が低 いことが言 える。さらに，鋳 型 内 の流 動 はその部 位
によって，時 間 変 動 電 磁 力 に対 する感 性 が異 なることが判 明 した。これは，自 由 表 面
を含 む有 限 空 間 内 での高 粘 性 かつ高 レイノルズ係 数 流 体 という特 殊 な流 動 問 題 下
での，特 異 な現 象 と考 えられる。よって，連 鋳 プロセスを評 価 する電 磁 流 体 解 析 では，
問 題 解 決 の対 象 となる流 動 に応 じて解 析 手 法 を選 択 し，プロセス設 計 への省 計 算 コ
スト化 を図 ることが可 能 であると言 える。また，自 由 表 面 流 動 は鋳 型 固 有 の定 在 波 と
の共 振 性 が非 常 に強 いため，電 磁 コイルの設 計 等 を行 う際 には，共 振 周 波 数 を十 分
考 慮 する必 要 があることが判 明 した。鋳 型 内 の複 雑 な流 動 状 態 は，鋳 型 形 状 ，連 鋳
速 度 や 電 磁 力 等 の 操 業 条 件 等 複 数 条 件 の 組 み 合 わ せ に よ っ て 決 定 さ れ て お り ，
個 々の条 件 に応 じた流 動 状 態 の評 価 ・解 明 のためには電 磁 流 体 数 値 解 析 は不 可 欠
なものであると考 えられる。  
6.2 今後の展望  
連 鋳 プロセスを対 象 にした電 磁 流 体 数 値 解 析 技 術 は，電 磁 力 の応 用 技 術 の向 上
に伴 うニーズの拡 大 ，計 算 機 技 術 ・環 境 の発 達 や学 術 的 な解 析 技 術 の発 展 に支 え
られ，今 日 まで着 実 に技 術 進 歩 し，成 果 をあげてきた。連 鋳 プロセスにて行 われる電
磁 流 体 解 析 の最 も重 要 な目 的 は，流 動 現 象 の解 明 と予 測 によるプロセス設 計 支 援 で
あると言 える。  
今 日 行 われている電 磁 流 体 解 析 の多 くは鋳 型 内 のマクロ的 な流 動 をターゲットにし
ており、その主 たる目 的 は旧 来 の実 験 的 手 法 の延 長 線 上 にあるといっても過 言 ではな
い。本 研 究 においても，マクロ的 な流 動 を解 析 するための技 術 向 上 を行 ってきたが，
実 プロセスに対 する仮 定 事 項 および解 明 すべき点 の多 さ，特 に伝 熱 ・凝 固 問 題 との
連 成 解 析 の必 要 性 を実 感 した。この点 においては，操 業 や実 験 から得 られる新 たな
知 見 を踏 まえた解 析 技 術 の向 上 や計 算 機 リソースの進 歩 と相 まって今 後 も発 展 して
行 くものと考 えられる。  
一 方 ，近 年 求 められている鋳 片 極 表 層 の品 質 向 上 のためには，自 由 表 面 流 動 に
支 配 される初 期 凝 固 現 象 の解 明 が必 須 である。特 に，オシレーションマークの生 成 機
 第 6 章  
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構 や凝 固 ・偏 析 問 題 は非 常 に重 要 な問 題 であると言 える。このような問 題 に対 しても，
従 来 のマクロ的 な流 動 解 析 手 法 によって，ある一 定 の評 価 や問 題 解 決 は行 えるもの
と考 えられるが，さらなる技 術 の向 上 ，プロセス発 展 を可 能 にするためには，ミクロな流
動 の解 明 が必 要 であると考 えられる。そのためには，非 鉄 介 在 物 の直 接 的 な流 動 解
明 や精 錬 化 学 反 応 ，組 成 ・変 態 等 冶 金 問 題 との連 成 を可 能 にする電 磁 流 体 解 析 技
術 が必 要 であるといえ，このような複 合 問 題 の直 接 的 な解 析 手 法 も，計 算 機 リソース
の発 展 を考 えると，決 して実 現 不 可 能 なレベルではないものと言 える。さらに，このよう
なミクロな流 動 をターゲットにした電 磁 流 体 解 析 を研 究 ・活 用 することによって，現 状 プ
ロセスが抱 える課 題 のブレイクスルーとプロセス革 新 が可 能 であるものと確 信 している。  
付 録  






一般に，磁界強度 H と磁束密度 B との間には，ヒステリシスを無視すれば，図 A.1
のような非線形性な関係があり，次式のように表すことができる。  






図 A.1 磁化曲線（B-H 曲線）  
さらに，電磁場解析上での扱いを容易にするために，磁気抵抗率 νと磁束密度 B と
の関係で表すと，次式のようになる。  
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 [ ]( ) [ ]( )( ){ }( ) { } [ ]( ){ }( )kekeekekeke AKFAGK −=+ δ  (A.4) 
 { }( ) { }( ) { }( )kekeke AAA δ+=+1  (A.5) 
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B 辺要素を用いた電磁場解析の定式化  
1 次 6 面体辺要素における各物理量の配置を図 A.2 に示す。辺要素の場合，ベク
トルポテンシャル A は要素中の辺上に配置され，以下のように定義される。  
  (A.9) ∫ ⋅= kk dA sA
 
ベクトルポテンシャル A に対してはベクトル形状関数 N k，スカラポテンシャルφ  に対
してはスカラ形状関数 Hj をそれぞれ補間関数に取ることで A，φ  を次式で表すことが
できる。  























を表し，Ak は辺 k におけるベクトルポテンシャルの辺 k に平行なポテンシャル，φ j は節
点 j におけるスカラポテンシャルの値である。1 次 6 面体辺要素の場合，構成節点数 n
は 8，構成辺数 m は 12 となる。さらに，ベクトル形状関数 N k，およびスカラ形状関数
Hj は以下のように定義される。  
 
( )( ) ( )
( )( ) ( )




































 ( )( )( ) ( niH iiii ～11118
1 =+++= ζζηηξξ )  (A.12) 
 
 
1 つの要素についてのマトリクス表現は節点要素と同様に次式になる。  
 [ ]{ } { }eee QAK =  (A.13) 
ここで， は (m+n)行× (m+n)列の要素剛性マトリクス，[ eK ] { }eQ は (m+n )行の要素荷
重ベクトルである。以下に [ ]，eK { }eQ およびその各成分を示す。  
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図 A.2 １次 6 面体辺要素（8 節点要素）と局所座標系  
表 A.1 辺の局所座標  
辺の番号 k  ξ k η
k  
ζ k
1 － 1 1
2 － -1 1
3 － -1 -1
4 － 1 -1
5 1 － 1
6 1 － -1
7 -1 － -1
8 -1 － 1
9 1 1 －
10 -1 1 －
11 -1 -1 －
12 1 -1 －
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